
・

「我々はWTOに裏切られたように感じている。なぜなら，我々は，WTO

の主要目的が生活水準の向上と平等と国際貿易における公正さとをもたらすこ

とにあると信じて，WTOに加盟したからである。WTOは，強国が弱小加盟国

を踏みつけにするジャングルの法則が許されないことを保障する組織であると

我々は信じた。しかし，我々が見いだしたものは，小国の正当な利害が大国の

それと衝突する時は必ず小国のそれが犠牲にされるシステムにWTOが成り下

がったということである。」（１９９７年９月１１日のドミニカ首相エディソン・

ジェームスの演説，出典はMyers, 2004 : 159）

カリブバナナ輸出小国の悲劇
――WTO自由貿易原則の一帰結――

吾 郷 健 二

目 次

Ⅰ はじめに

Ⅱ WTO体制とロメ協定の非両立性

Ⅲ EUのバナナ輸入制度

Ⅳ WTO提訴と裁定

Ⅴ コトヌ協定と現状

Ⅵ バナナ紛争がもたらしたもの

Ⅶ 今後の展望

Ⅷ む す び

年 表

参考文献

－１－



Ⅰ は じ め に

１９９２年末に単一欧州市場への市場統合を完成したヨーロッパ共同体 EC（EU，

以下本稿では，今日の呼び名である EUに呼称を統一する，従って，EU成立

以前の ECについても EUの呼称に統一する）は，単一市場（Single European

Market）の発足に伴って，９３年７月１日から，それまでの各国バラバラのバナ

ナ輸入制度を新たな EU共通制度に一本化した。それは基本的に，イギリスを

始めとする旧植民地宗主国（イギリス，フランス，イタリア，オランダなど）

が旧属領諸国との間に結んでいた特恵関係を EU単位で維持しようとするもの

であった。なぜなら，戦前からの植民地と宗主国との特恵関係は，戦後の植民

地主義の崩壊後，新たな南北問題＝「開発」の出現とともに，英連邦特恵関税

やヤウンデ協定，ロメ協定などを通して新たな様式で継承されていたからであ

る。

しかし，時あたかも（９０年代初頭），戦後イギリスに取って代わって世界経

済の覇権国家となったアメリカが一貫して自己の利害に基づいて主導してきた

世界経済編成の基本原理であるグローバリズム（グローバルな自由貿易主義の

体制）が，冷戦の崩壊とともに，絶頂期に達しようとしていた時期であった。

すなわち，ガットの最後の大規模な自由化交渉であるウルグアイラウンド交渉

（１９８６～９３年末）は，マラケシュ協定の調印（１９９４年４月）＝WTO（世界貿

易機関）の創設（１９９５年１月）という大団円を迎えようとしていたのである。

アメリカの主導する無差別なグローバリズムの中で，旧属領諸国である ACP

（アフリカ，カリブ，太平洋）諸国との特恵関係を維持しようとする EUの通

商政策が，新しく成立したWTO原理との正面衝突を惹起するのは，必然であっ

た。EUとアメリカおよびラテンアメリカとの EUバナナ輸入制度を巡る対立

（１９９２年６月～２００１年４月）は，ガットからWTOへの移行期にあって，WTO

紛争解決メカニズムの将来の行方を占う象徴的で先駆的な，かつアメリカが

WTOに訴えた最初の出来事となった。けだし，それは，アメリカと EUとい

う世界システムの２極の対立であったからである。

本稿は，これを巡る顛末を総括することによって，発展途上国，とりわけ経

－２－ カリブバナナ輸出小国の悲劇

済的に脆弱な小国（後発途上国である SVEs Small Vulnerable Economies）にとっ

ての無差別でグローバルなWTO自由貿易原理の意味合いと問題点を明らかに

しようとする試みである。その際，いくつかの論点がある。

�１ 一つは言うまでもなく，WTO自由貿易原理が発展途上国，とりわけ，後

発途上国（SVEs経済的脆弱小国とも呼ばれる）にとって何を意味するか，

ということである。WTO自由貿易ルールの一面的な貫徹は，発展途上国全

体に過酷な競争を強いるだけでなく，経済的に脆弱な小さな国々の経済に破

壊的な影響を及ぼすことが，バナナ貿易を巡る紛争によって，明らかになっ

たのである。

�２ EUのような地域経済統合あるいは自由貿易協定とWTO自由貿易原理と

の相克の問題点が浮かび上がってきた。結論を先取りすれば，紛争の経過の

中で，それまでガット自由貿易原理の中で容認されてきた既存地域協定の特

恵制度は，新たなWTO自由貿易原理の下ではもはや認められないことと

なったのである。

�３ 言い換えれば，それは，発展途上国への特別待遇原則（SDT）の空洞化＝

「死」を意味することにつながるという問題である。WTO自由貿易原理と

発展途上国の特別待遇原則との衝突，後者に対する前者の優位である。それ

は，背後に，世界経済認識の根本的相違を秘めている。すなわち，平板な一

元的認識と構造的異質性認識（両極化原理）の相違と対立である。

�４ バナナ紛争に示されたアメリカ多国籍企業の圧倒的な政治力の問題がある。

９３年 EUバナナ輸入制度をめぐって，アメリカがWTO違反として EUを提

訴した（つまり米欧バナナ戦争の勃発，正式提訴は９６年４月）のには，アメ

リカ多国籍企業チキータの政治力があった。バナナはアメリカの輸出品では

なく，EUがロメ協定に基づいてバナナ生産 ACP諸国を EU市場で保護して

いるのは，アメリカの国益にはまったく関係がなかった（EU市場でアメリ

カ製品の輸出が差別され，不利な取り扱いを受けているわけではまったくな

かった）にも拘らず，ラテンアメリカから EU市場にバナナを輸出している

一企業チキータの利害が他ならぬアメリカの貿易利害と等置されたからであ

る。バナナ紛争は，バナナの生産と貿易を通してみたアグリビジネス，多国

カリブバナナ輸出小国の悲劇 －３－



籍企業，貿易利害，発展途上国経済，生産農民等々の諸関連を鮮やかに浮き

彫りにするものであり，とりわけ多国籍企業の圧倒的政治的パワーを印象づ

けるものであった。

�５ EUラテンアメリカバナナ紛争は，また発展途上諸国内部での相互間の立

場の相違と利害対立とを浮き彫りにするものであった。具体的には，ACP

諸国（とりわけ，ウィンドワード諸島やジャマイカ）とエクアドルを始めと

するラテンアメリカ諸国との対立である。地形，生産構造，伝統，社会的制

度的枠組みなどによって，生産条件は各国で異なり，バナナ生産上の競争力

は，ラテンアメリカ諸国が最も強く，ウィンドワード諸島やジャマイカは最

も弱い。同じ ACP諸国でも，西アフリカやドミニカ共和国などは，両者の

中間的立場にある。９２年に始まったバナナ紛争の発端は，ラテンアメリカ５

ヶ国によるガット提訴にあった。すなわち，当時 EUが各国バラバラにとっ

ていた ACP保護措置をそれから排除されたラテンアメリカ５ヶ国がガット

違反と提訴したものであり，発展途上諸国相互間での利害対立が原因である。

それは明らかに，WTO内部で発展途上国への特別待遇原則（SDT）を実効

化しようと懸命に努力する発展途上諸国全体の結束した立場を弱める。

�６ そしてそれは同時に，対立する発展途上諸国双方の利益にならないのであ

る。発展途上諸国が相互の間で競争しあうことにより，「地獄への道」＝race

to the bottomが出現するからである。EU市場で，保護された ACP諸国と保

護されないラテンアメリカ諸国がお互いに激しく市場競争をしあい，過剰供

給からバナナ市場価格の崩落を招き，結局，敗者（カリブ諸国）のみならず，

勝者（ラテンアメリカ諸国）もまた利得することにならないからである。敗

者の経済は破滅的打撃を被る（カリブバナナのマージナル化の進行）が，市

場競争に勝ち残った勝者の経済もまた過酷な競争条件に苦しめられるのであ

る（ラテンアメリカの賃金切り下げ，人員整理，労働強化，環境破壊等々）。

以下，本論で，これらの点を詳細に論じていくことにしよう。

－４－ カリブバナナ輸出小国の悲劇

Ⅱ WTO体制とロメ協定の非両立性

バナナ問題にはいる前に，まず，EU-ACP関係の基本的性格について確認し

ておこう。バナナ問題は，ロメ協定の第５議定書（バナナ議定書）に関わって

いるからである。

EU-ACP関係の非互恵的性格と発展途上諸国内での ACP諸国の EU市場で

の差別的優遇という本質的特徴をもつ EUのロメ協定（第４次協定は１９８９年１２

月に EUと当時７０ヶ国の ACP諸国との間で調印された）がWTO協定と両立し

ないという根本的問題をめぐっては，一般に，次の３点が指摘されている（前田

２０００：２９３～２９８頁）。�１非互恵主義。�２差異化（差別化）。�３地域貿易協定（ガッ

ト第２４条に定める地域貿易協定は互恵性を前提とする）。�１�２については特段

の説明を要しない。�３について，付言すれば，後にも述べるように，ガットパ

ネルは，ロメ協定は，ガット第２４条の規定する自由貿易地域には該当しないと

した。なぜなら，自由貿易地域においては関税等の諸制限が「構成地域間での

全貿易に対して実質的に廃止される」（第８項）べきであるのに，ロメ協定は

ACP諸国に対する EU諸国の一方的片務的措置であるからである。また，ロメ

協定が非 ACP諸国を差別することから，「他の締約国との間の貿易に対する障

害を引き上げることにはならない」（第４項）という目的規定とも矛盾するか

らである。ガットパネルの裁定は，このようなものであった。まさに，GATT・

WTOにおけるバナナ問題は，「ロメ協定を根本的に変えたいと願う者たちに

とって，救いの神（deus ex machina）」（Grynberg 1997 : 7）となったのである。

ここで，ロメ協定の歴史を簡単に振り返っておこう。第１次（１９６４～６９年）

と第２次（１９６９～７５年）のヤウンデ協定を引き継いだ EUとその旧植民地諸国

との連合協定である第１次ロメ協定（１９７５～８０年）は，第三世界論の観点から

見れば，画期的な協定であった。それは ACP諸国にかつてないほどの強力な

立場を与え，ACP諸国の一次産品（鉄鉱石以外は熱帯農産物）輸出所得安定

化のための STABEX（System of Stabilization of Export Earnings輸出所得安定化

制度）を創設するという，発展途上国が先進国から獲得することのできた歴史

上最高の協定であった。その背後には，いうまでもなく，７０年代という南北関
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係における南の攻勢の頂点へ向かう高揚の時期という時代背景があった（吾

郷 ２００３ 第１章参照）。

第２次協定（１９８０～８５年）では，ACP諸国は STABEXの拡大ではなく，新

規鉱産物についてのみ，同じく EC管理化の SYSMIN（System for Mineral Prod-

ucts）という妥協的後退を余儀なくされた。第３次協定（１９８５～９０年）では，

さらに状況は不利化し，コンディショナリティが導入された。STABEXの資

金トランスファーについて，その自動性が失われて，厳しい管理が導入され，

介入メカニズムは詳細なものとなり，IMF世銀の融資政策に取って代わるオ

ルターナティヴを策定しようとする努力は放棄され，「EUはブレトンウッズ

機関の熱心な支持者となった。」（前田 ２０００：３３０頁）つまり，STABEXの創

設（計画原理の導入）からの１８０度の転換である。「EUは，ロメの基本的性格

を契約性とパートナーシップからコンディショナリティと支配へと大きくシフ

ト」（同上）させてしまったのである。第４次ロメ協定（１９９０～２０００年２月２９

日）では，新自由主義と政治的コンディショナリティが構成要素となった。

「ACPは EUにとっての重要度で見て，アメリカ，東欧諸国，地中海諸国，ア

ジア，ラテンアメリカの後塵を拝している。つまり，EUは不安の時期に ACP

に対して与えた譲歩を少しずつ取り戻しているのである。」（同上）

２０００年２月末での第４次協定終結の後，EUは，ACP７８ヶ国とコトヌ協定

（http://europe.eu.int/comm/development/cotonou）を結んだ（２０００～２０２０年）。そ

の内容は，少なくとも２００２年まではロメ協定の内容が事実上延長され，それ以

後，自由化の準備を開始して（つまり従来の非相互的特恵関係は解消され），

２００８年にWTO協定に一致する双務的自由貿易協定に移行する（１２年の移行期

間後，つまり，２０２０年には完全な自由貿易協定の完成となる）。コトヌ協定は，

「ACP諸国の世界経済へのスムースで漸次的な統合」と「WTO諸協定との完

全な調和を確保すること」を謳っており，第１次ロメ協定以来の ACP諸国に

対する「差異のある特別待遇措置」（今日の SDT＝Special and Differential Treat-

ment）はここに文字通り，終焉を遂げることになる。こうして２００７年末までの

ACPに対するWTOウェーバーは認められたが，バナナに関しては，後述の通

り，今後の交渉に残された。以下，バナナ問題の詳論にはいる。

－６－ カリブバナナ輸出小国の悲劇

Ⅲ EUのバナナ輸入制度

Ⅲ‐１ １９９３年（市場統合完成）以前

１９９３年以前，つまり市場統合完成以前の EUのバナナ輸入関税は１９６３年に譲

許した従価２０％（数量で１４０万トンまで）であったが，多くの国は，自国の国

内生産者（フランス，スペイン，ポルトガル，ギリシャの場合）や自国の旧属

領生産者（イギリス，フランス，イタリアの場合）を保護するために，それら

に対して特別のアクセスを許す優遇制度をとっていた（第１表参照）。たとえ

ば，イギリスは，ジャマイカ，ウィンドワード諸島（ドミニカ，セントルシア，

セントビンセントおよびグレナディーン諸島，グレナダ），ベリーズ，スリナ

ム（第１図参照）に対しては無税の関税割当を行い，イタリアはソマリアから

の輸入に対し，フランスは，グアドゥループとマルティニークの海外県からの

国内扱い輸入に加えて，コートジボアールとカメルーンからの輸入に対しそれ

第１表 １９９３年以前の EU各国のバナナ輸入制度
（様々な数量制限と輸入許可制度）

イギリス，フランス，イタリア：ACP特恵（無税輸入）
イギリス：ジャマイカ，ウィンドワード諸島（ドミニカ，セントルシア，セントビンセ
ントおよびグレナディーン諸島，グレナダ），ベリーズ，スリナムの ACP諸国への無
税輸入割当
イタリア：ソマリアへの無税輸入割当
フランス（グアドゥループとマルティニークの海外県からの国内扱い輸入）：コートジ
ボアールとカメルーンの ACP諸国から無税輸入

スペイン，ポルトガル，ギリシャ，（フランスも）：国内生産
スペイン：カナリア諸島産がほぼ独占
ポルトガル：主に，マデイラ諸島，アゾレス諸島，アルガーヴ地方から。
ギリシャ：国内産（クレタ島とラコニア地方）と第三国からの輸入

オランダ，ベルギー，ルクセンブルグ，デンマーク，アイルランド：（無税の EUと ACP
以外に対しては）２０％従価税

ドイツ：ローマ条約のバナナ議定書による特別措置（すべての国からの無税輸入）

出所：UNCTAD secretariat, upon Arias, Dankers, Liu, Pilkauskas, The World Banana Economy 1985‐2002 ,
FAO, 2003 ; Badinger, Breuss, Mahlberg, “Welfare Effects of the EU’s Common Organization of the
Market in Bananas for EU Member States”, 40/3 Journal of Common Market Studies 2002, p.515 ;
Myers, Banana Wars , Zed Books, 2004. UNCTAD (http://r0.unctad.org/infocomm/anglais/banana/
ecopolicies.htm)
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－８－ カリブバナナ輸出小国の悲劇

ぞれ無税の関税割当を認めていた。スペインはカナリア諸島の国内生産者から

しか輸入を認めず，ポルトガルももっぱらマデイラ諸島，アゾレス諸島，アル

ガーヴ地方からの国内供給に依存し，ギリシャも一部第三国からの輸入以外で

はクレタ島とラコニア地方からの国内供給に依存していた（いずれも無税）。

オランダ，ベルギー，デンマーク，ルクセンブルグ，アイルランドは，EU国

内生産者と ACP諸国の無税輸入以外は，２０％従価税という単純なシステムで

あったが，ドイツは，例外的に（ローマ条約の下で）すべての国からの無税輸

入を認められていた。つまり，簡単に言えば，EUは ACP諸国に対しては第４

次ロメ協定に基づいて無税による輸入を認め，それ以外の国に対しては２０％従

価税を課していた。これに対し，１９９２年６月に，ラテンアメリカ５ヶ国（コロ

ンビア，コスタリカ，グアテマラ，ニカラグア，ベネズエラ）がガット第１条

（一般的最恵国待遇），第１１条（数量制限の一般的廃止）違反などを主張して，

ガットに提訴し，９３年６月には，ガットはこの主張を認めた（パネル報告 DS32/

R）。EUバナナ問題の発端である。

Ⅲ‐２ EU新バナナ輸入制度（Common Market Organization for Bananas

９３年７月以降）

他方，９３年７月に EUは各国別で複雑な上記従来制度にかわる新たな共通の

バナナ輸入制度（Council Regulation（EEC）規則４０４／９３５）を導入した。単一

市場が完成し，バナナ輸入に関しても EU共通制度の必要性が生じたのである。

９３年新制度の内容は，基本的には，当時進行中のウルグアイラウンド交渉にお

ける関税化措置（輸入制限の関税への置き換え）の採用であるが，その仕組み

は関税化と関税割当を組み合わせたやや複雑なもので，次のようなものである

（第２表参照）。

輸入されるバナナを伝統的 ACPバナナ，非伝統的 ACPバナナ，第三国バナ

ナに分類する。伝統的 ACPバナナとは，伝統的に EUにバナナを輸出してき

た１２の ACP諸国からなる。西アフリカ（コートジボアール，カボベルデ，カ

メルーン），マダガスカル，ソマリア，カリブ｛ジャマイカ，ベリーズ，ウィ

ンドワード諸島（ドミニカ，セントルシア，セントビンセントおよびグレナ

カリブバナナ輸出小国の悲劇 －９－



ディーン諸島，グレナダ）｝，スリナム，つまりアフリカ５ヶ国とカリブ７ヶ国

である。非伝統的 ACPバナナとは，伝統的 ACP諸国への割当量を超える伝統

的 ACPからの輸入量または新興の（非伝統的な）ACP諸国（たとえば，ガー

ナやケニアやドミニカ共和国）からの輸入量のことを指す。第三国バナナとは，

別名「ドルバナナ」とも呼ばれる非 ACP諸国からの輸入で，大半は，ラテン

アメリカ（つまりドル地域）の輸出国である。輸出量の順番に，エクアドル，

コスタリカ，コロンビア，グアテマラ，パナマ，ホンジュラス，ニカラグア，

ベネズエラであり，大きな部分をアメリカ多国籍企業が支配している。

伝統的 ACPバナナは，合計最高８５．７万トン（従来の各国実績を十分上回る

関税割当量）まで無税，非伝統的 ACPバナナは最高９万トンまでが無税，以

上を上回る分にはトン当り７５０ECU（ほとんど禁止的高関税）の関税が賦課さ

れるが，第三国バナナは，２００万トン（９０年当時の EUへのドルバナナ輸入額

の年平均）まではトン当り１００ECU（従来の従価税２０％に相当額），それを上回

第２表 EU新共通バナナ輸入制度（１９９３年７月以降）

伝統的 ACPバナナ：
ACP１２ヶ国，すなわち西アフリカ（コートジボアール，カボベルデ，カメルーン），マ
ダガスカル，ソマリア，カリブ｛ジャマイカ，ベリーズ，ウィンドワード諸島（ドミニカ，
セントルシア，セントビンセントおよびグレナディーン諸島，グレナダ）｝，スリナムから
の（割当量内の）輸出。
割当：８５．７万トン（各国別に割当）
関税はゼロ（無税）。

非伝統的 ACPバナナ：
割当量を超える伝統的 ACP諸国からの輸出量および新興 ACPバナナ輸出国からの輸出量。
９万トンまで無税。以上を上回る分には，トン当り７５０エキュの関税賦課。

第三国バナナ（ドルバナナ）：
それ以外の諸国（主にラテンアメリカ諸国）からの輸出。
２００万トンまではトン当り１００エキュの関税賦課（それ以前の２０％従価税に相当額）。そ
れを上回る分にはトン当り８５０エキュの関税賦課。

輸入ライセンス制度：
EUバナナと伝統的 ACPバナナを取り扱う輸入業者（Bライセンス）はドルバナナ輸入
の３０％までを扱うことができた。
非伝統的 ACPバナナ・第三国バナナを扱う Aライセンス輸入業者はドル輸入の６６．５％
を，新規参入者（Cライセンス）は残りの３．５％を割り当てられた。

出所：UNCTAD (http://r0.unctad.org/infocomm/anglais/banana/ecopolicies.htm)

－１０－ カリブバナナ輸出小国の悲劇

る分にはトン当り８５０ECUの関税が賦課される。

割当量を上回る輸入は自由であったが，割当量内での輸入には輸入ライセン

スが必要とされ，伝統的 ACPバナナと非伝統的 ACPバナナ・第三国バナナに

は異なる輸入許可制度が適用された（規則４０４／９３）。EUバナナと伝統的 ACP

バナナ（カテゴリー B）を扱う輸入業者（主として欧州企業）には，それ以外

にもドルバナナ輸入の３０％を，非伝統的 ACPバナナ・第三国バナナ（カテゴ

リー A）を扱う輸入業者（実際にはアメリカ多国籍企業）はドルバナナ輸入の

６６．５％を，それらの新規参入者（カテゴリー C）は，残りの３．５％を割り当て

られた。カテゴリー Aと Bのライセンスの一部は熟成業者にも割り当てられ

たが，熟成は EU内での EU所有ないし管理下での熟成施設でなされたので，

それは欧州企業に有利に作用した。

要するに，新制度の下で，ACP諸国は，第４次ロメ協定で保障された1)EU

市場での歴史的な地位を最低限維持できることとなったのである。これに対し，

その他の輸出国，とりわけラテンアメリカ諸国は，上限２００万トンの関税割当

によって自分たちの輸出能力が制限されていると感じた。

Ⅲ‐３ ガット提訴（９３年）とバナナ枠組み協定（９４年）

ラテンアメリカ５ヶ国（９２年と同じコロンビア，コスタリカ，グアテマラ，

ニカラグア，ベネズエラ）は，EUの新バナナ輸入制度に対しても９３年４月に

ガット第２３条第１項に基づくパネル設置を求め，９４年２月にガット違反と認定

するパネル報告がでた（DS38/R）が，EUが反対したため，それも正式には採

択されなかった。採択されなかったガットパネルは，ACP諸国に無税輸入を

認めている特恵待遇はガット第１条に違反すること，ロメ協定はガット第２４条

にいう自由貿易地域に当たらないこと，１００エキュは従価２０％を上回る恐れが

あること，関税割当の一定部分を EUと伝統的 ACP諸国に割当てているカテ

1) 第4次ロメ協定のバナナ議定書（Protocol 5）第1条は次のように書いている。「共同
体市場へのバナナ輸出に関して，いかなる ACP諸国もその伝統的市場へのアクセス
およびそれら市場での利得に関して過去または現在よりも不利な立場におかれるこ
とは決してない。」この ACP特別待遇のWTO整合性に関して，96年10月に，EUは，
ガットウェーバーを獲得した。
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ゴリー Bの輸入許可制度はガット第１条および第３条（内国民待遇）違反で

あることなどを裁定していた。したがって，新バナナ輸入制度の二つの基幹部

分（ACP諸国保護のための特恵待遇と関税割当制度）は，ガット違反である

と否定されたことになったが，他方，関税割当を超える部分の禁止的高関税は，

輸入数量制限であって，ガット第１１条に違反するというラテンアメリカ諸国側

の主張もパネルでは退けられた。

紛争解決に関するガット規定はコンセンサスによって支持されない限り，パ

ネル報告は採択されないというものであったが，９５年１月発足のWTO規定で

は，逆に，コンセンサスによって否決されない限り，パネル報告は採択される

というものであり，紛争解決規定はWTOの下で飛躍的に強化されることに

なった。したがって，EUは，ガットの二つのパネルにおいて敗北しているの

で，別の方法を求めないでは，ロメ協定の条項を守ることができない状態に追

いやられた。

まず，９４年４月のマラケシュでのWTO協定調印時に，グアテマラを除くラ

テンアメリカ４ヶ国（コロンビア，コスタリカ，ニカラグア，ベネズエラ）と

の妥協が成立した。バナナ枠組み協定（BFA）である（第３表参照）。４ヶ国

は，パネル報告の採択働きかけや新制度への異議申し立てをしない代わりに，

ACPへの保護の削減と制度の改善を獲得した。制度の改善とは，ドルバナナ

への関税割当の引き上げ（９４年２１０万トン，９５年２２０万トンへ），割当内での関

税の１００エキュから７５エキュへの引き下げ，４ヶ国への関税割当の一定割合の

配当（合計で４９．４％）などである。その後，９５年の EU拡大（オーストリア，

スウェーデン，フィンランドの加盟）に伴って，３５．３万トンの追加的関税割当

がなされ，ドル（および非伝統的 ACP）バナナへの関税割当は合計２５５．３万ト

ンにまで拡大した。エクアドルは EUからこの妥協への参加を勧誘されたが，

参加しなかった。競争力の強いエクアドルは，提示された関税割当の配当（ラ

テンアメリカ諸国の対 EU輸出総額の２０％）がコロンビア（２１％）やコスタリ

カ（２３．４％）より低い上に，輸出を急増させた９２年実績（２８％）より低かった

からである。

ついで，９４年１０月，EUは ACP諸国とともに，ロメ協定のバナナ特恵に関し
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てガット第１条第１項に関するウェーバーを申請し，先述の注１の通り，認め

られた（その後，WTOによっても継承され，先述および後述のとおり，ロメ

の後のコトヌ協定でも２００７年末までウェーバーは有効とされている。ただし，

２００６年以後は完全関税化が始まる）。

９５年時点での EUのバナナ輸入のシェア内訳は，ACP（EU含む）３１％，ド

ル６９％（コスタリカ１７％，コロンビア１５％，その他３７％）である。

Ⅳ WTO提訴と裁定

Ⅳ‐１ チキータの政治力とアメリカ政府

しかし，EU新バナナ輸入制度と EUのラテンアメリカ４ヶ国政府との妥協

（BFA）は，世界最大のバナナ多国籍企業チキータを怒らせ，EUのガットウェー

バー申請にもかかわらず，チキータのロビーを受けたアメリカ政府をWTO提

訴へとつき動かすことになった。

チキータバナナの３分の２は，パナマ，コスタリカ，ホンジュラス，コロン

ビアの直営農地で生産されていた。残り３分の１が契約栽培農家から直接購入

されていた。プラテーションからマーケットまで一貫統合された効率的な経営

第３表 BFA（１９９４年４月）による割当と関税率

伝統的 ACPバナナ：
年８５．７万トンまで（各国に実績に基づき上限を設定）無税輸入（上限を超える輸入は非

伝統的 ACPバナナ扱いとなる）。

非伝統的 ACPバナナおよび第三国（ドル）バナナ：
当初年２００万トン（９４年に２１０万トン，９５年に２２０万トンに引き上げ）。EU拡大（９５年）
後，３５．３万トンの関税割当が追加，最終的には計２５５．３万トン。関税割当内で，各国にシェ
ア割当。ラテンアメリカ４ヶ国（コスタリカ，コロンビア，ニカラグア，ベネズエラ）に
合計４９．４％。９万トンが非伝統的 ACPに。残り５０．６％－９万トン（２５５．３万トンのうち約
１２９万トン強）がその他諸国（主にその他のラテンアメリカ諸国）に。
関税率は，非伝統的 ACPについては，割当内では無税（割当を超える分については，
当初トン当り７５０エキュの関税賦課）。第三国（ドル）バナナについては，割当内では当初
トン当り１００エキュ，その後７５エキュに引き下げ（割当を超える分については，当初トン
当り８５０エキュの関税賦課）。

出所：UNCTAD (http://r0.unctad.org/infocomm/anglais/banana/ecopolicies.htm)
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であり，労働者は低賃金で，農薬空中散布などの健康被害から十分守られてい

なかった。チキータやドールは８０年代後半に，特に，東欧とアジア，ヨーロッ

パでの需要の増加を当て込んで，大規模な投資を行っており，実際に，ラテン

アメリカからの EUへの輸出は，１９８９年以降毎年増加していた（８７年の１４０万

トンから９２年の２３７万トンへ）が，生産の伸びの方が上回り，過剰生産と価格

の下落を結果していた。特に EU市場でそうであった。EUでのチキータの利

益は，ピークの９１年の１．７億ドルから９２年には２００万ドルの損失へと変化し，

ニューヨーク株式市場でのチキータの株価は５０ドルから１０ドルへと下落した。

このような状況のなかで，チキータにとっての最大の問題は，まさに EU新

バナナ輸入制度とラテンアメリカ４ヶ国との BFA協定であった。２００万トンの

上限は，チキータにとっては９２年の売り上げの２割カットに等しかったし，B

ライセンス制度は，ドル輸入の３０％を ACPと国内生産者に与えることによっ

てチキータのシェアをヨーロッパ企業に奪われることに等しかった。合計して，

EU市場でのチキータのシェアは６５％減にもなるとチキータは主張した。それ

につけ加えて，関税割当による EUの輸入制限は，他市場への輸出を増やすこ

とによって，さらにチキータの損失を増やすとも主張した。各国割当によって

上限を設定した BFA協定は，チキータにとってとどめの一撃であった。

チキータは，ハワイバナナ産業協会（アメリカの唯一のバナナ栽培業者団体，

生産量はほんのわずか）に働きかけて，７４年通商法の３０１条（不公正貿易慣行

への報復条項）に訴えた。しかし，この発動要請はかつて前例のないものであっ

た。なぜなら，バナナは，アメリカの輸出品ではなかったからである。７４年通

商法によってアメリカの貿易利益が侵害されているとされたものは，EU市場

にアメリカ企業が他国から輸出する品目だったのである。つまり，特定アメリ

カ企業の利害がアメリカの貿易利害とされた。このことは，いかにチキータの

政治力が抜きん出て強力であったかを示す。しかし，ともかく，チキータのロ

ビーを受けたアメリカ政府はWTOに提訴した。そしてそれは，EU新バナナ

輸入制度の恩恵を受けたカリブ諸国政府（カリコム＝CARICOMカリブ共同体

の１４ヶ国政府）2)を直接アメリカと対立させることになった。アメリカ政府に対

する彼らの反論は，次のようなものであった。すなわち，チキータの損失とさ
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れているものは，９３年半ばに施行された新輸入制度以前のものであり，実際に

同じ程度のシェアをもつドールは，提訴に加わっておらず，不満を訴えてもい

ない，ドールは，新制度に適応して，投資を増やしており，実際に９０年以降，

EUでの市場シェアを増やした，というものであった。より政治的なレベルで

は，カリブ諸国政府は，これら諸国の脆弱な経済に新輸入制度がもっている決

定的な重要性を訴えた。

しかし，アメリカ政府は，より広い文脈で，つまり後に現実化するWTO貿

易紛争における EUに対するホルモン牛肉（１９９８年パネル勝訴）と遺伝子組み

換え作物（２００３年提訴）との関連で，バナナ問題をとらえた。冷戦の終焉は，

アメリカにカリブの利害を特別配慮する必要をなくさせてもいた。確かに小さ

なカリブ諸国にとって，EU市場は決定的かもしれないが，新制度の主要な受

益者は，カリブ以外の ACP諸国であるともアメリカは主張した。

アメリカはWTO提訴（正式提訴は９６年４月で，形式的には，アメリカにホ

ンジュラス，グアテマラ，メキシコ，エクアドルのラテンアメリカ諸国が加わっ

たが）と平行して，コスタリカとコロンビアに対して，個別に３０１条を発動し，

BFAからの脱退を要求した。結局９６年１月に名目的な改善約束でもって，こ

の発動は取り下げられたが，しかし，いずれにせよ，それはチキータの政治力

を示すには十分な出来事であった。

バナナ紛争問題の特徴の一つは，他のアメリカ企業がアメリカ通商代表部

（USTR）を支持していないことであった。ドールは３０１条提訴に加わらず，

穏健な妥協案を出したし，デルモンテに至っては，公然と EU新制度を支持す

る声明を出したほどであった。このこともまた，アメリカ政府の政権中枢に対

するチキータの異常なまでの政治力を証左している。

結局，ガットからWTOへの移行は，WTO推進派が言うように，「貿易紛争

2) カリコム加盟国は次の通り。アンティグア・バーブーダ，バハマ，バルバドス，
ベリーズ，ドミニカ，グレナダ，ガイアナ，ハイチ，ジャマイカ，セント・クリス
トファー・ネイヴィース，セント・ルシア，セント・ヴィンセント及びグレナディー
ン諸島，スリナム，トリニダード・トバゴ，モンセラット（英領）。モンセラットを
除くこれら１４ヶ国にキューバとドミニカ共和国を加えた１６ヶ国がカリブの ACP諸国
である。
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を阻止」するものではなく，むしろ逆に，「貿易紛争を誘発し，貿易紛争にお

墨付きを与える」ものとなった。実際に，WTO紛争処理機関への提訴件数は，

ガット時代と比べて，WTO発足の９５年以降飛躍的に増加しているし，WTOに

承認された報復措置は，それ以前の一方的な報復措置と異なって，貿易紛争と

その制裁に正統的なお墨付きを与えたのである。

Ⅳ‐２ パネル裁定

WTOのパネル報告書（９７年５月公表，９月採択）は，非差別に関するガッ

トルールとサービス貿易協定の分析にとって示唆的である。以下で，やや詳細

に個別の争点とその裁定について見ていこう。

国別割当：

新制度下での特定国への割当，特に BFAの下での特定国への関税割当は，

ガット第１条最恵国待遇に違反する差別措置としてごうごうたる非難を浴びた

ものであったが，裁定は，巧妙なものであった。ガットは関税割当の特定国へ

の特定割合の配当を認めているが，市場シェアの１０％以上を占めるすべての他

の供給国にも同様にシェアを割り当てることがその条件である。したがって，

１０％以下の特定供給国にも割り当てるのであれば，他のすべての１０％以下の供

給国にも割り当てなければならない。コロンビア（１９８９～９１年に１６％）とコス

タリカ（２０％）は，当時唯二のガット加盟１０％以上国であった。エクアドル（１５

％）とパナマ（１８％）は当時ガット未加盟国であった。ニカラグアとベネズエ

ラは，１０％以下であった（それぞれ，１．７％とほとんど０％）。要するに，BFA

はガット第１３条（数量制限の無差別適用）違反と裁定された。この裁定は，ACP

特にカリブ諸国にとっては重大な意味を持っていた。なぜなら，ACP諸国の

市場シェアはすべて１０％以下であったからである。残された救済策は唯一，

ウェーバーだけとなった。

ウェーバー：

裁定の文言は「第４次ロメ協定の当該規定に要求されている特恵待遇」を認

める。問題点は二つであった。ロメ協定の規定を誰がどう解釈するかというこ

とと，差別待遇とは何かということである。前者について，パネルは，パネル
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自身が解釈する権利があるとし，第４次ロメ協定は，１９８９年１２月に調印され，

９０年から実施されているから，割当は，９１年以前の輸入数量の最大を上回って

はならないとした。実際には，若干の国には，それ以上の量が割り当てられて

いた。後者については，ガット第１３条は，加盟国間の差別を禁じ，割当がない

状態に最大限近い形での割当の実行を求めるものであった。裁定は，「特恵関

税だけがロメ協定の要求する市場アクセスの機会と便益を提供するものではな

いこと，ガット第１３条と矛盾しない形で関税割当を実行すること」を求めた。

しかし，後述するように，実際にはそれはきわめて困難なことであった。

輸入許可制度：

ACPまたは国内バナナを扱っていた業者にドル輸入の３０％の割当を認めた

Bライセンス制度3)はロメ協定にも要求されていないことであり，ガット違反

であると裁定された。国内生産者保護もガット（第１３条第４項）違反とされた。

複雑なライセンス割当制度も差別的とされた。ライセンスの便益は，伝統的な

便益とは認められないからロメ協定の要求する正当なものではないとされた。

ハリケーンライセンス制度（ハリケーンを理由とした国内または ACPバナナ

の優遇）も違反とされた。

サービス貿易協定（GATS）：

パネルはサービス貿易に関しても画期的な裁定を出した。というのは，バナ

ナライセンス制度は，財の貿易に関するガット違反であるばかりでなく，サー

ビスの貿易に関する新しいガッツ協定（第２条最恵国待遇と第１７条内国民待

遇）違反でもあるとしたからである。サービスはバナナの流通の全側面をカ

バーするものであり，ガットの非差別ルールに違反するライセンス制度は，同

じくガッツの非差別ルールにも違反するとした。これは驚くべき結論で，影響

範囲がきわめて大きい。たとえば，ハリケーンライセンスは，ACPまたは国

内産物を扱う業者にのみ発行されるから，事実上は，第三国業者を差別して，

3) 論争を呼んだ Bライセンス制度にはツイニングの先例があった。すなわち，ACP
製品の輸入には，より競争的な供給先から同種のものを無税で輸入できるライセン
スが付与される形での奨励があった。92年5月に EU委員会が当初提案したものは，
まさにこれであったが，それは当然ながら，複雑で実施困難として結局 Bライセン
ス制度に修正されたのであった。
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主に EU業者を優遇するものであったからである。

以上のように，WTO裁定は，EUに制度変更を迫るものであり，EUは上級

審に上訴したが，上級委員会の裁定も，ほとんどパネル裁定と変わらなかった。

むしろ，ウェーバーの解釈をテクニカルにより厳密にした（上級審の主任判事

はアメリカ人）。

Ⅳ‐３ 置き去られた ACP諸国

ACP諸国は，バナナ貿易のすべてを失いかねなかったので，裁定に最も大

きな死活的利害を有していたが，WTOの反小国的な制度的欠陥によって，紛

争においてきわめて不利な立場に立たされた。WTO当局は，事態を，一方ア

メリカとラテンアメリカ４ヶ国（ホンジュラス，グアテマラ，メキシコ，エク

アドル），他方 EUとの間の紛争としてしか見ていなかった。ACPはたとえば

日本（輸出国ではないが，裁定のインプリケーションに関心を有していた）と

同じような第三国の地位しか与えられなかった。つまり，ACPは非常なハン

デを負わされたに等しかった。彼らは一般会合に出席できず，限られたセッショ

ンで短い声明を読み上げることが許されただけであった。彼らは，事実認識や

法的問題で原告や EUに質問をしたり，反論を提起したりする権利を否定され

た。報告書が検証審査のために関係者に配布された時も，それを受け取ること

もできず，公表された後にようやく入手できるのみであった。さらに，パネル

の議長は，原告の要求で，ウィンドワード諸島の二人の顧問弁護士を一般会合

のセッションから追い出してしまうといったことも起こった。その正当化の理

由は，民間人には政府役人と同じ機密事項秘匿義務を課せられないこと，およ

び私設弁護士を認めると小国の財政負担が大きくなりすぎるというものであっ

た。しかし，この理由はまったくナンセンスである。民間人を雇う時に機密の

保持を宣誓させれば済むし，必要な時に弁護士を雇う方がフルタイムの常設法

律専門家を抱えているより安くつくであろうからである。この件が新聞で暴露

された時，パネルの議長は，情報を漏らした代表団を非難するという恥の上塗

りを行った。原告側の二人の弁護士の排除の要求の一部の原因は，二人のうち

の一人が，かつてアメリカ通商代表部の古手のスタッフだったことであろうが，
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それは正当な理由にはならない。上級審では，弁護士の出席は認められたが，

時すでに遅しだった（Myers 2004 : 89‐90）。

Ⅳ‐４ 改革への動き（９８～９９年）

９７年９月にパネル報告書が採択され，EUは，９９年１月１日までにWTOルー

ル違反にならないように，バナナ輸入制度を改革することを求められた。EU

内部での政治バランスも，９２年末に新バナナ輸入制度が決定された時とは異

なっていた。９５年の新加盟国（オーストリア，スエーデン，フィンランド）は，

どの国も，ACP諸国と特別の関係を持たず，もっと保護的でない非差別的な

開放的な制度に味方していた。なぜなら，輸入割当は原産国から直接輸入する

一次輸入業者に主に割り当てられていた（ウェイトは５７％）が，これら諸国（デ

ンマークも）の輸入量は少ないため，これら諸国での輸入業者はチキータのよ

うな主要輸出業者から仕入れる二次輸入業者で，EU新制度でのドル輸入の割

当はわずかだった（１５％）からである（残りの２８％は熟成業者）。彼らは自国

政府に圧力をかけて，制度改革を求めた。こうしてWTOルールに合致するよ

りリベラルな制度への支持は，EU内でもドイツを先頭に多数派になりつつ

あった。ただし，ドイツ以外のこれら諸国はいずれも小国で，EU内での意思

決定を支配するのに必要な特定多数決を構成するには不十分であった。他方で，

イギリスとフランスを先頭とする ACP保護的差別的制度擁護派も，同様に特

定多数決を構成するには不十分であった。つまり両者とも，正確には，相手の

意思を妨げることのできる少数派でしかなかった。

改革の根幹は，Bライセンス制度による ACP諸国と国内生産者の保護はも

はや維持不可能ということであり，また ACP諸国への特定国割当ももはや不

可能ということだった。カリブの伝統的輸出国にとって，これは決定的な問題

であった。

欧州委員会の改革案（Council Regulation 1637/98）（第４表参照）は，２５５．３

万トンのドル輸入総量に対する関税割当は維持する，WTOが認定した１０％以

上のシェア（substantial supplier）をもつ４ヶ国（エクアドル２６．１７％，コスタ

リカ２５．６１％，コロンビア２３．０３％，パナマ１５．７６％）への関税割当の特定シェ
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アの配当（上記数字）は認める，伝統的であれ，非伝統的であれ，ACPへの

割当は廃止する，ただし８５．７万トンの無税輸入枠は維持する，伝統的輸入業者

のライセンス制度は９４～９６年の実績に基づいて維持するというものだった。結

果は，上記４ヶ国で輸入割当の９０％以上を占め，ACP諸国には，個別の国別

割当が廃止されて，合計８５．７万トンの無税輸出を保障する単一関税割当が与え

られたということであった。

９８年７月に改革案は閣僚理事会で承認され（デンマークとオランダは反対し

たが），９９年１月に発効することとなった。新制度による ACP諸国や国内生産

者への保護の削減の補償措置として，ACP諸国生産者への援助措置（期間１０

年）も付け加えられた。

Ⅳ‐５ エクアドルによる再提訴とアメリカの報復

しかし，エクアドルは，９８年１２月に，ACP諸国に別個の関税割当を認める

新制度もなお差別的であるとして，再度WTOに提訴した。そして，アメリカ

は，９８年１１月に単独で，EUへの報復措置適用の意図を通告した。

結局，９９年１月の新制度の実施は，WTOにおける三つの動きを生んだ。

１．総額年５．２億ドルに及ぶ EU産物4)への懲罰的関税（１００％従価税）の形態

でのアメリカの報復。９９年４月から事実上実施（２００１年６月末まで）5)。

２．エクアドルは，前回のパネルの再設置による新制度の再審査を要求。これ

4) ベッドシーツ類，入浴製品，段ボール，奢侈用箱ケース，鉛酸化バッテリー，高
級ハンドバッグ，石版，コーヒーメーカー，チーズなど雑多な9品目である。

第４表 改革による１９９９年１月以降のバナナ輸入制度

１ ２５５．３万トンの関税割当の国別割当は，substantial supplier（１０％以上の EU市場シェ
アをもつ国）にのみ割り当てられた。すなわち，エクアドル（２６．１７％），コスタリカ（２５．６１
％），コロンビア（２３．０３％），パナマ（１５．７６％）。関税率は７５ユーロ。

２ ACP諸国には，伝統的／非伝統的を問わず，国別割当は廃止された（グローバル ACP
割当制の導入）。８５．７万トンの無税輸入枠は維持。
３ 基準期間（１９９４～９６年）の伝統的取扱業者の実績に基づく輸入ライセンス制度。輸入
ライセンスの９２％が伝統的取扱業者で８％が新規参入者。関税割当内であれば，ライセ
ンスはいかなる供給先にも有効。

出所：http://r0.unctad.org/infocomm/anglais/banana/ecopolicies.htm
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は，アメリカが時間がかかり，効果的でないとして拒否したものであるが，

WTOの下での正統的な手続きであった。

３．EUは新制度がパネル裁定に合致するとの確認をWTOに求めた。

WTOは，これら三つの点を審査するパネルを前回とまったく同じ委員構成

で設置した。

Ⅳ‐６ 第二次パネル裁定（９９年４月）

第二次パネル裁定は，９９年４月に，新制度がパネル裁定に合致しないと裁定

した。ACP諸国に別個の関税割当を認めることは差別的であり，また９４～９６

年実績に基づいてライセンスを割り当てるのは，Bライセンス制度の影響が残

る年次であるからして，差別的であるとした。国別割当は，いかなる特定年次

に基づいてもならず，それは全当事国との合意によらなければならないとした。

またアメリカは報復の権利を持つとした。ただし，報復の適正額は，年間５．２

億ドルではなく，先の注５の通り，１．９億ドルであるとした。また裁定は，エ

クアドルにも報復の権利を認めたが，エクアドルは，報復の自国への打撃を考

慮して，権利の行使を行わなかった。

エクアドルは，WTOに合致する制度のモデルを示すようにパネルに要求し

たが，これにたいするパネルの勧告は，否定的なものであった。すなわち，１

案として，ACP諸国に別個の関税割当を認めるいかなる制度もガット第１３条

の適用へのウエーバーを必要とするというもの。しかし，このウエーバーの獲

得には，７５％の賛成が必要であり，それは実際には，アメリカとラテンアメリ

カ諸国の賛成なしには不可能だった。代替案として，関税保護のみの制度，つ

まり，ACP諸国には関税（無税）以外のいかなる保護も認めない制度である。

しかし，これも，ガット第１条のウエーバーをとる必要がある。そして実際に，

既述のとおりその方法がとられた。

結局，第二次裁定は，EUを窮地に陥れた。ACPへの義務を守るガット（WTO）

5) EUはこれに対し，WTOに仲裁を求め，WTOは年1.914億ドルの報復を認めた。そ
の後，EUとアメリカおよびエクアドルとの間に紛争解決の「バナナ了解」が成立し，
2001年7月からは，報復関税は廃止されて，従前の状態に復帰している。
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整合的な方法は（ウェーバー以外）ほとんど不可能ということになったのであ

る。そしてその不可能をなんとか可能にする方法を模索する間，アメリカの報

復措置の損失を二年弱の間被り続けることになった。

アメリカの報復は，EU内部の対立を考慮して，デンマークやオランダに対

しては影響が及ばず，ACP諸国保護に最も熱心なイギリスの輸出に対して最

大の打撃を与えるように計画されていた。スコットランドのカシミア製品が当

初のリストに含まれていたが，第二次裁定が報復額を大幅削減したとき，それ

はリストから除かれた。最終的に９９年４月に発表されたリストでは，前述注４

の９品目だけが対象となった。２０００年２月７日号のタイム誌（The Times, Feb.

7, 2000）はアメリカの報復を評して，「チキータの利益のために庶民のアメリ

カ人が犠牲になっている」と論じた。けだし，報復は輸出入双方の側の関係者

（中小零細業者・労働者・消費者など）に打撃を与えるからである。

EUは，WTO裁定以前に報復の実施を可能とさせているアメリカの１９７４年

通商法の規定をWTO違反としてWTOに提訴した。日本，カナダなど１１ヶ国

が EUを支持した。この時のパネルの結論は，WTO裁定以前の報復の実施は

WTO違反であり，アメリカの通商法３０１条は，その適用に当たってアメリカが

WTO手続きに従う場合にのみ，WTO違反でないとされた。アメリカは今後そ

うする旨，声明した。

Ⅳ‐７ カリブ諸国保護の方法論争

WTOの外部でも，EUバナナ輸入制度の問題は大きな論争を呼んでいた。

新制度の最も強い批判者は，世界銀行の経済学者ボレル（Brent Borrell）だっ

た（Myers 2004 : 101）。彼は，管理された市場を通じて ACP諸国のバナナ輸

出を保護するのではなく，ACP諸国を直接援助することを提唱した。彼の計

算では，関税割当制度により，EU消費者は年間２０億ドルも高く支払っている

が，そのうち，わずか１，５００万ドルしか ACP諸国には流れていない。つまり，

１ドルの援助のために，１３．２５ドルも消費者に負担させている，という。他の

発展途上国の損失を考慮すると，EUバナナ輸入制度の発展途上国全体の純便

益はゼロだとボレルは主張した。
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しかし，ボレルの主張は，多くの他の経済学者たちによって批判された。彼

のモデルは欠陥があり，疑わしい前提に基づいており，とりわけ，過剰生産で

過去２０年間で最も価格の低かった９１～９２年価格に基づいて計算していると批判

された。同じく世銀の顧問で，エクセター大学教授のマキーナニ（McInerney）

は，ボレルの計算はまったく不正確だとしている（Myers 2004 : 102）。

この論争で，筆者自身はボレルの批判者たちに味方したいが，しかし，計算

の正確さ云々を超えて，ボレルの主張は本質的な問題を提起している。つまり，

貿易か援助かという問題である。

ボレルは EU新制度を効率の観点のみで考えている。その上で，不効率な生

産者を市場から淘汰して，効率的な生産者を支援する直接援助を提唱している

のである。しかし，EU市場で伝統的な ACP諸国の現存（１９８９年時点）の便益

を２０００年まで保護しなければならないロメ協定上の義務を負っている EUに

とって，彼の提唱は実際的なオプションにはなり得ない。後述する通り，ACP

諸国にとってのバナナ産業の経済的，社会的，政治的重要性から見ても，特に，

カリブのウィンドワード諸島（総輸出の半分以上を占める最大の輸出産業であ

り，雇用の３分の１以上を占める）にとっては（第５表，Grossman 1998，Clegg

2002参照），彼の提案はまったく実際的ではない。

代替案，つまり，ACP諸国をも含むすべてのバナナ輸入に関税をかけ，そ

の収入でもって，ACP諸国に価格補助（市場価格と生産費との差額補填の不

第５表 ウィンドワード諸島バナナ産業の特徴（１９９２年）

ドミニカ
セント
ルシア

セントビ
ンセント

グレナダ 合 計

人口 ７１，４９５ １３８，１５１ １０６，４９９ ９０，９６１ ４０７，１０６
バナナ輸出
数量（metric ton） ５８，０２５ １３２，８５３ ７７，３６１ ６，３００ ２７４，５３９
金額（百万エキュ） ８２．２ １８４．９ １０１．４ ７．８ ３７６．３

総輸出に占めるバナナ輸出のシェア（％） ５６．６ ６０．１ ４９．３ １７．２ ５３．５
GDPに占めるバナナ輸出の割合（％） １９．１ １７．５ １８．３ １．７ １５．１
生産者数 ６，５５５ ９，５００ ８，０００ ６００ ２４，６５５
バナナ栽培面積（エーカー） １２，０００ １６，５００ １２，０００ １，２００ ４１，７００
一人当たり GDP（ドル）（１９９５年） ２，９９０ ３，３７０ ２，２８０ ２，９８０ －

出所：Grossman 1998 Table 1. 1.
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足払い制度）を行う案も，ロメ協定で無税輸入が規定されている以上，実施不

可能であった。それに競合品の輸入が制限されない限り，不足払い制度は高く

つくか，または ACPの輸出は壊滅するかである。

結局，市場の秩序と安定性をもたらす EUのバナナ輸入の関税割当制度は，

ACP諸国のみならず，国内生産者を保護する EU共通農業政策にとっても本質

的なものだったのである。

Ⅳ‐８ アメリカでの状況

一方，チキータの異常な政治力が発揮されたアメリカでは，一面的なWTO

自由貿易原理の賛美ばかりで，ACP諸国の窮状に心を寄せる議論はまったく

なかったのだろうか？ そうではなかった。

カリフォルニア州選出の黒人民主党下院議員ウォータース（Maxine Waters）

は，アメリカ議会で，カリブバナナ栽培農民のために活発な論陣を張った（My-

ers 2004 : 106）。彼女の論点は２点（道義とアメリカの利害）であった。道義

的には，彼女は，一アメリカ企業の利益のために，アメリカの輸出品ですらな

いものを巡る EUとアメリカとの貿易戦争で，カリブの小さな島国の民主主義

が犠牲にされるべきでないと訴えた。これらの国々は，バナナ以外の代替的な

輸出作物をもたないのであるから，（カリブを保護する EUバナナ輸入制度を

WTO違反とする）アメリカの行為は，これらの国々が緊急に必要とする資金

を彼らに与えないものだとした。アメリカの利害に反するという意味は，カリ

ブのバナナ産業が破壊されれば，栽培農民たちは生存のために麻薬栽培に追い

やられることになろうというものである。我々は，彼女の論点（麻薬への転向）

に，（アメリカへの）不法移民の増加とインフォーマルセクターの隆盛とを加

えることができるが，それはさておき，今しばらく，状況を追ってみよう。す

でに，９６年３月に，国務省は，セントビンセント島の土地は，南米の麻薬商人

たちにとって非常に魅力的であり，代替的な現金作物としてバナナ農民たちが

マリファナ栽培に転換しつつあるという報告書を出していた。同じく９６年６月

に，アメリカ大西洋軍司令官のシーハン将軍は，アメリカのバナナ政策が変更

されなければ，地域は不安定化し，麻薬取引が増加するとの恐れを述べた。
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ウォータース（http://www.house.gov/waters）は，９６年に賢人グループを組織

して，ジャマイカとウィンドワード諸島を訪問し，報告書「カリブにおける民

主主義とアメリカの国益の危機」（Not Just a Trade Issue: Jeopardising Democ-

racy and US National Interest）を刊行し，バナナ貿易に依存するこれらの経済

の破壊は，非合法移民ととりわけ麻薬取引のリスクをもたらして，アメリカ自

身の戸口での社会的政治的不安を作り出すものであると訴えた。地理的に，こ

れら諸国は，麻薬の世界最大の消費国と世界最大の生産国との間に挟まれたサ

ンドウィッチのような位置にあった。ニューズウィーク誌の９７年４月２８日号は，

第一次パネル報告書のWTO違反裁定のニュースを報じて，一面トップで，「チ

キータ対カリブ諸国：自由貿易の新たな犠牲者？」（Chiquita vs the Caribbean:

Island Economies May Be New Victims of Free Trade? Newsweek, Apr. 28, 1997）

と解説した。アメリカの政策を冷戦時代のそれと比較して，「８０年代ならば，

カリブ諸国にそのような打撃が加えられるのをアメリカは許さなかったであろ

うし，ましてや自らそれを作り出したりはしなかったであろう」と同誌は評し

たが，誠に正鵠を得ている。

Ⅳ‐９ アメリカ通商代表部の態度

ウォータースらのこのような政府批判に対して，アメリカ通商代表部は，カ

リブ諸国の EU市場でのシェアは９％以下なのだから，そのようなわずかの

シェアの保護のためだけに，アメリカの貿易を妨げる制限的で差別的な市場制

度を課すことは正しくない，不足払い制度または「マイナスの関税」でカリブ

諸国の特別の必要に対応すべきであるとした。しかし，すでに述べたように，

チキータに影響されたアメリカ政府の立場はまったく正しくない。先述の通り，

不足払い制度または「マイナスの関税」でカリブ諸国の特別の必要に対応する

ことなどまったく非現実的なのである。EUにとってその財政負担は莫大なも

のとなり，また時間の経過とともに，その根拠の合理的な算定はますます困難

となろう。政治的には，EUにとってそのようなやり方はほとんど不可能であっ

た。ACPと国内生産者への支持コストをできるだけ少なくするためには，関

税割当制度がどうしても必要であった。結局のところ，バナナのような奢侈的
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非必需の熱帯産品の価格に対する消費者の利益がその他のはるかにより重要な

経済的社会的政治的環境的考慮を上回るものとは到底言い得ないのである。

上記の批判とは別に，アメリカ政府の主張は，理論的には，どう理解すれば

いいのだろうか？ 一つは，チキータの利害とアメリカ政府の立場を弁護し合

理化するための為にする議論だという解釈である。もちろん，それを完全に否

定することはできないであろう。二つ目は，議論を真剣に受け取るとすれば，

アメリカ政府が国内の農業保護のために実際に行っている制度を単に応用した

だけであると解釈することである。アメリカの農薬保護は，国内補助金にせよ，

輸出補助金にせよ，アメリカの農業多国籍企業，アグリビジネスへの政府支援

である。アメリカは，自国農業を大規模に保護しながら，ロメ協定などの形で

の EUによる ACP保護を自由貿易の名において批判する。この論理の整合性

を問う者は先進国にはいないが，それは論理の問題ではなくて，世界資本主義

の権力構造の問題であるからに他ならない。第三に，アメリカが主張する新自

由主義の論理からすれば，農業保護の政府支出は，どんな形にせよ，一部のも

のを除いては，原理的に否定されるはずである。したがって，不足払い制度や

「マイナスの関税」をアメリカ政府が説くのは，いかに，「カリブ諸国の特別

の必要に対応する」ためであるとしても，論理的首尾一貫性を欠くとの批判は

免れない。「小さな政府」は，真っ先に，経済的弱者への補助金を削減するも

のである。

Ⅳ‐１０ 第二次裁定後の EUの方針

第二次裁定にたいして，EUは上訴しても見込みはないと見て，上訴をしな

かった。これまでの方針を転換して，主要相手国，特にアメリカとの合意を求

めることにしたのである。

協議の結果，すべての当事国が関税割当制度を支持したが，問題は，割当の

配分に際しての基準期間をいつにするかということであった。９０年代後半以後

新興輸出国や新興取扱企業が台頭し，EUバナナ市場に大きな変動が起こって

いたからである。新興のエクアドルはできるだけ最近の時期を，アメリカとそ

の他のラテンアメリカ諸国は９３年以前を主張した。EUは，９３年以前のような
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古い時期は不可能であるとした。ACP諸国は，別個の ACP割当の設定を主張

し，それに必要なガット第１３条のウェーバー取得を主張したが，それは他の当

事国にほとんど受け入れられなかった。

当初，EU委員会は，基準期間なしの関税割当，つまり，「早い者勝ちの」

２５５．３万トンに上るドル輸入（全世界の Aと EU拡大用の Bの二つの関税割当

があるが実際には単一の割当制度として取り扱われ，世界中のいかなる国から

でもよい）割当（関税は７５ユーロ），ACP諸国の無税輸入，競売による８５万ト

ンの第三者割り当て（ACPは２７５ユーロの特恵関税，その他は３００ユーロ）を

提案した。ACP諸国は，たとえ特恵があっても，競売方式では彼らの輸出の

維持は不可能であるとして，これに反対した。結局，EU委員会は，全割当へ

の「早い者勝ち」方式（ACPは無税で，ドルバナナの輸入は A/B割当は７５ユー

ロで，C割当は３００ユーロ）を提案した。

EUのアメリカとエクアドルとの合意（２００１年）の結果，最終的には，２段

階方式（２００５年末まで関税割当方式，２００６年１月１日からフラット税率での関

税のみ），ACP保護の別個の関税割当，そのためのウェーバーの取得，ひきか

えに ACP諸国は，１０万トンの ACP諸国（C割当）から A/B割当への割愛を認

めることとなった（第６，７表参照）。以上はWTOウェーバーが認められ次

第，２００２年１月１日から発効することとなった。それまでは，A割当は２２０万

トン，B割当は３５．３万トン，C割当は８５万トンですべての国と輸入業者に開放

され，関税は A/Bはトン当り７５ユーロ，Cは３００ユーロで，ACPはいずれも特

恵（無税），採用された割当の配分の基準期間は９４～９６年（伝統的取扱業者が

有利）で，関税割当以外の輸入についてはドルバナナ６８０ユーロ，ACP３８０ユー

ロで，いずれもほとんど禁止的高関税である。２００２年１月以降ウェーバーが認

められたので，A割当は２２０万トン，B割当は４５．３万トン（その後２００５年に４６

万トンに）で，トン当り７５ユーロの関税ですべての第三国に開放され（ACP

はここでも無税で認められる），C割当は７５万トンで，ACP諸国への無税輸入

に限定された。割当外での輸入には，ACP３８０ユーロ，その他６８０ユーロの関

税が課される。これが現時点（２００５年）で施行されている EUバナナ輸入制度

である。
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Ⅴ コトヌ協定（２０００年６月調印）と現状

第４次ロメ協定が２０００年２月末に失効した後，既述のとおり，同年６月に

ACP７８ヶ国と EUはコトヌ協定（有効期間２０年）を調印した。それはロメ協定

と異なって，WTO調和的であることを意図した。ロメの非相互的特別待遇に

代えて，リージョナルな自由貿易地域に基づく経済連携協定（EPA）であった。

当然のことながら，非相互的なロメに比べて，WTO整合的なコトヌ協定は ACP

諸国にはより不利な協定であった。ただし，２００７年末までは移行期間として，

特恵関税を含むロメのいくつかの便益は，継続が認められた。バナナに関して

は，ACP諸国の EU市場での伝統的な利害の保持への言及は無くなった。つま

り，伝統的 ACPバナナ輸出小国への特別待遇は完全に消え去ったのである。

２０００年２月のロメ協定の失効の時に，同時に，ロメの下での特恵関税に対す

るWTOウェーバーもまた失効した。したがって，ACPの無税輸入の継続には，

コトヌ協定の下での特恵に対する新たなウェーバーの獲得が必要であった。申

請から１年８ヶ月後，２００１年１１月に（ドーハ閣僚会議のさいに）ようやく，EU

と ACP諸国はこのウェーバーを獲得した（ガット第１条第１項の ACP無税

第６表 ２００１年７月１日から同年末までの関税割当方式

A割当：２２０万トン
B割当：３５．３万トン
C割当：８５万トン
供給先はどこでもよい。
関税は，ACPは無税。ドルバナナはA/B割当については７５ユーロ，
C割当については３００ユーロ。
割当外の輸入関税は，ACP３８０ユーロ，ドルバナナ６８０ユーロ。

出所：http://r0.unctad.org/infocomm/anglais/banana/ecopolicies.htm

第７表 ２００２年１月１日から２００５年末までの関税割当方式

A割当（どこでも）２２０万トン。ドルバナナは７５ユーロ，ACPは無税。
B割当（どこでも）４５．３万トン。ドルバナナは７５ユーロ，ACPは無税。
C割当（ACP）７５万トン。無税。
割当外の関税は，ACPは３８０ユーロ，ドルバナナは６８０ユーロ。

注：２００４年の EU拡大後，B割当は２００５年に４６万トンに引き上げられた。
出所：http://r0.unctad.org/infocomm/anglais/banana/ecopolicies.htm
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ウェーバーは，２００７年末まで，ガット第１３条第１，２項の ACP割当（C割当）

は２００５年末まで）。シアトルの挫折の後，新ラウンドを立ち上げさせるには，

アメリカその他の先進国にとってこのウェーバーの授与を認めることは絶対必

要事であったが，しかし ACP諸国もウェーバー獲得のためにそれなりの犠牲

を払った。すなわち，２００６年１月の関税のみの制度への移行以降，バナナの新

関税が「すべてのWTO加盟国の市場アクセスの全体を減少させない水準にあ

る限り」，バナナへの ACPウェーバーの適用は認められる。つまり，１ヶ国で

も市場アクセスが減少すれば，ウェーバーは認められない，ということである。

ラテンアメリカ諸国は，完全関税化移行後の単一関税として７５ユーロを主張し

ているが，ACP諸国は，２７５ユーロ以上を主張している。つまり，競争力のそ

れくらいの格差があるということである。ついでに言えば，ACP諸国は，さ

らに，完全関税化への移行は，輸入を急増させ，市場でのバナナ価格の崩壊を

招くから，現在でさえも支配的な（７５％）市場シェアをさらに増やすことが確

実なラテンアメリカ諸国にとっても，究極的には得にはならないだろうと主張

している（Statement 2005）。それはともかく，いかなる関係国も，前記の基準

が満たされていないと看做す時には，複雑な仲裁システムが発動され，仲裁が

EUに不利な判定をもたらした場合，ウェーバーは適用されない。つまり，EU

の新バナナ関税は人質に取られているようなものであり，ACP諸国の EUへの

無税輸出のためのウェーバーも，今や風前の灯火であると言わなければならな

い。

本稿執筆時点現在（２００５年８月），２００６年以降の単一関税２３０ユーロという EU

提案（２００５年１月）は，WTO仲裁パネル（カナダの John Weekes，オーストラ

リアの John Lockhart，日本の谷口安平で構成6)）の裁定待ちであるが，もし，

高すぎると判断されれば，EUはさらに引き下げた額を再提案することになろ

うし，もしそれが認められ，ラテンアメリカ諸国がそれに満足しなければ再度

仲裁に持ち込まれ，おそらく年末の香港の第６回閣僚会議まで決着が引き延ば

6) EU/ACP Countries Tariff Banana Wars Continue
Monday, 16 May 2005, 1 : 20 pm Column: Council on Hemispheric Affairs
http://www.scoop.co.nz/stories/WO0505/S00253.htm
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されることになるであろう。このように，２００６年以後の ACP諸国の EUへの

バナナ無税輸出の展望は不安定要因に満ちており，端的に言って暗い。

Ⅵ EUバナナ紛争がもたらしたもの

Ⅵ‐１ 紛争の利得

EUバナナ輸入制度を巡る紛争は何をもたらしたのか？

まず，第一に，消費者にとっては，狭い意味で，EU全体としては価格の低

下という恩恵をもたらした。９３年の新バナナ制度の施行によって，それまで各

国バラバラであったバナナ輸入価格が EUレベルで収斂するようになったから

である。たとえば，ドイツではバナナ価格は９４年に急上昇し（その後，急落し

たが），イギリスでは反対に急落した。価格面だけでいえば，消費者は総体と

して恩恵を被ったといえよう。ただし，それには，後述する通り，他の多くの

面での代価を伴ったが。

バナナ取扱企業についていえば，市場シェアで支配的なチキータは損失を被

り，２番手３番手の相対的に新興のドールとデルモンテは地位を改善させ，結

果として，三者合計のシェアは，９２年の６％から９４年の３１％へ上昇した。つま

り，アメリカ企業全体は，EUの新バナナ輸入制度でむしろ恩恵を得たにもか

かわらず，ただ一社チキータだけがシェアを低下させ，そのチキータが政治力

を持っていたがために，貿易紛争が持ち上がったといえる。２００１年の EUアメ

リカ合意の成立は，ウォール街でのチキータ株を一夜にして５０％も上昇させ

（Myers 2004 : 128），おおまかにチキータ救済の目的を達成させた。

ところで，アメリカ政府の主張は，EU制度はヨーロッパ企業に味方して，

アメリカ企業を犠牲にしているというものであった。つまり，伝統的 ACPバ

ナナを優遇しており，それらの主要な輸入企業は Fyffesや Geestのようなヨー

ロッパ企業である，と。しかし，この議論は一面的で，ACPバナナはドルバ

ナナより儲からないという他面の事実を見ていない。すなわち，ACPバナナ

は中南米バナナと比較して，原産地ですでにコストは倍であり（０．５対０．２），

同じ市場でより競争的なラテンアメリカバナナと競争して売られているという
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事実を見ていないのである。Fyffesは，確かに，９２～９８年に EU市場でのシェ

アを１７％へと三倍に増やしたが，それは，企業買収によるもので，自らの有機

的成長によるものではなかった（Fyffesについて詳しくは Davies参照）。１９５２

～９５年の間，ウィンドワードバナナの独占的取扱業者だった Geestはむしろ，

経営不振だった。結局，経営不振の Geestは，FyffesとWIBDECO（ウィンド

ワード諸島バナナ開発輸出会社）のコンソーシアムに売却された（９５年１２月）

（Clegg 2002 : 172）。特恵で優遇されているからといって，劣位の ACPバナナ

を取り扱っている欧州企業は，競争力で圧倒的に勝るドルバナナを取り扱って

いるアメリカ多国籍企業に比べて有利な立場にあるわけではないのである。

輸出国はどうであっただろうか？

カリブ諸国にとって，EU新制度はまったく期待はずれの結果しかもたらさ

なかった。制度導入以前の１９９０年に，カリブの伝統的輸出国７ヶ国（ジャマイ

カ，ウィンドワード諸島４ヶ国，ベリーズ，スリナム）は，イギリスの全バナ

ナ輸入量４７万トンのうち，３６万トンを占めた（第８表参照）。しかし，２００２年

第８表 イギリスのバナナ輸入（１９８８～２０００年，千トン）

ジャマイカ
ウィンド
ワード諸島

その他の
ACP/EU

ド ル その他 計

１９８８ ３１．７ ２３２．３ ６０．３ ２３．０ ４０．９ ３８８．２
１９８９ ３９．１ ２１４．４ ５９．３ ２１．６ ９９．６ ４３４．０
１９９０ ６３．１ ２４３．５ ５６．２ ２７．０ ８０．４ ４７０．２
１９９１ ６８．９ ２００．９ ５１．８ ３７．４ １３０．６ ４８９．６
１９９２ ７５．４ ２１８．２ ６０．１ ４４．８ １４６．７ ５４５．２
１９９３ ７７．０ ２１２．８ ８７．９ ７５．７ １１８．８ ５７２．２
１９９４ ７６．５ １５７．１ １１４．７ ９３．０ １８４．４ ６２５．７
１９９５ ８３．５ １８２．８ １２０．１ ９６．０ ２３３．６ ７１６．０
１９９６ ８９．５ １９２．２ １３０．４ ８８．１ ２４９．１ ７４９．３
１９９７ ７７．１ １３６．１ １２７．２ １１６．８ ２７４．３ ７３１．５
１９９８ ６２．１ １３６．７ １０７．１ １７１．９ ３１０．６ ７８８．３
１９９９ ５０．６ １３１．９ １４６．０ ２００．９ ２２８．４ ７５７．８
２０００ ４０．９ １４３．９ １７８．０ １９１．３ １９５．２ ７４９．３

Sources for all tables : Black, 1984, p.108. Davies, 1990, p.264. Imperial Economic Committee.
Third Report. Fruit, 1926, p.243. Jamaica Banana Commission, 1936, p.2.
MAF 86/149. McFarlane, 1964, p.83. Rodriquez, 1955, p.35. Statistics (Com-
modities and Food) Accounts and Trade, ESD, DEFRA. Tripartite Banana
Talks, 1966, Annex One. West India Committee Circular, 24 August 1916, 6
March 1930 and 24 February 1938.

出所：Clegg (2002) Table A5.
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までに，それら諸国は７５万トンにまで拡大したイギリスの全輸入量のうち，わ

ずか１７．８万トンしか占めず，シェアは激減した（７７％から２４％へ）（Myers 2004 :

129～130）。

原因は，市場価格の低下である。すでに見てきたようなWTOを通じる耐え

ざる圧力の結果，新制度には頻繁な変更が加えられ，ACPバナナ保護の制度

の意図した目的は決して達成されることにはならなかった。９４年４月のバナナ

枠組み協定は，ドル割当の２年間の１０％増加を取り決め，それは市場価格を押

し下げた。９９年には第一次WTO裁定の結果，ACP保護の水準は大幅に切り下

げられ（国別割当の廃止），２００１年には，アメリカ・エクアドルとの最終合意

により，さらに保護水準は切り下げられた（ドル割当関税の大幅引下げ）。こ

の間，２０００年には，割当を上回る大量の不法輸入が市場に氾濫した。６ヶ国で

偽造ライセンスが出回ったのである。EU委員会の調査では，違法輸入量は９６

年以来合計２２万トンに達する（喪失関税額は１．６億ユーロ）が，大半はそれが

発覚した２０００年に生じ，それが市場価格に及ぼした影響は甚大であった。EU

域内生産者は，価格低下に（補償支援と呼ばれる不足払い制度による）部分的

な補償を受けたが（２０００年のその額は生産者所得の半分以上を占める額），ACP

生産者にはそのような支援制度はなかった。CAP（EU共通農業政策）は，当

然と言えば当然であるが，はっきりと国内生産者と ACP生産者を差別したの

である。

カリブの伝統的輸出国のうちで最大を占めるウィンドワード諸島の場合，輸

出は，制度が導入された９３年の２３．８万トンから２００２年の９．９万トンに激減し（第

２図参照），生産者の数は，同期間に２．４万人から７，０００人に激減した。２００１年

は特に深刻で，輸出単価の２１％もの下落に深刻な干ばつが加わり，１年間に

４，０００人近くが栽培を止めた。ジャマイカでも，三大農場のうち一つが閉鎖さ

れ，スリナムでは，バナナ輸出公社スルランドが解体されたが，いずれも価格

下落による経営悪化が原因であった。

ウィンドワード諸島およびカリブバナナ生産者が２００６年以後に再現するので

はないかと恐れる経済破滅が２０００年代初頭にすでに経験されているのである。

まことにウォータースは先見の明があったと評価されるべきである。
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対照的にベリーズは状況を改善した。１９８１年に独立したものの，その後も英

連邦の一員として，ベリーズは，Fyffesにとって，ジャマイカに代わるあるい

は補完する無税輸入の補完的供給源としての潜在的位置を保ち続けたが，しか

し，ベリーズのバナナ輸出の発展は，１９８０年代後半以降である。８６年に産業は

民営化され，９１年に輸出を容易にするため南部（ビッグクリーク）に新たな港

が開かれた。しかし，９０年に気候や病気（Black Sigatoka disease）の問題が出

て，EU新制度の下での割当が問題となった際にはうまく対応できなかった。

ベリーズへの割当４万トンは，過去の実績をかなり上回るものではあるものの，

ベリーズの潜在能力（港に近く豊かで平坦な土壌と機械化されたプランテー

ションをもつ）に比べれば，あるいは投資をもうかるものとするのに必要な水

準に比べれば，それをはるかに下回るものであった。もっとも，BFAによっ

て，ベリーズは９４年に追加の１．５万トンの割当を受けたが。第一次WTO裁定

の後国別割当が廃止され，９９年のグローバル ACP割当制（すべての ACPへの

単一割当制）の導入後，ベリーズは輸出を９１年の２．５万トンに比べて，２０００年

には６．８万トンへと増加させた。このようにベリーズは他のカリブの生産国に

比べてみれば相対的に良好な状態にあったが，基本的に不安定であることには

変わりなく，ジャマイカ，スリナム，ウィンドワード諸島と一緒に，カリブバ

第２図 ウィンドワード諸島輸出量（千トン）

Source : National Economic Research Associates, Banana Exports from the
Caribbean since 1992 .

（出所）Myers (2004) Figure 18. 3
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ナナ輸出国連合（CBEA）を形成して，共同歩調を取っている。

西アフリカのフランス語圏諸国は，新制度の下で繁栄した。コートジボアー

ルとカメルーンの輸出は，９０年から２０００年に倍以上増加した。両国は自然条件

（地形と土壌）に恵まれており，ウィンドワード諸島のような構造的地理的問

題（山がちで土地が肥沃でない）を抱えてはいなかった。しかし，生産増加は

多国籍企業の投資によってもたらされていた。９７年末までに，ドールは輸出生

産の６０％を支配し，デルモンテとチキータとあわせて三者が，EUの構造改善

支援支出の便益を享受していた。生産拡大のための平坦な土地が十分にあり，

カリブよりは生産コストははるかに低かったのである。９２年末の市場統合にも

かかわらず，西アフリカの主要市場であるフランスは，カリブの主要市場であ

るイギリスよりも，価格水準を維持することがよりできた。イギリスではスー

パー間の競争が激しかったが，フランスでは国産（フランス語圏産）愛好がよ

り強かった。スペインでも，カナリア諸島産への愛好が強く，イギリスやドイ

ツでよりもバナナの小売価格は高く維持された（Myers 2004 : 133）。

ドミニカ共和国も新制度から受益した。EUへの輸出は，９０年のわずか０．４

万トンから２０００年にはジャマイカに追いついて６万トンに達した。ドミニカ共

和国は，伝統的 ACPではなく，BFA（９４年）のもとでの特別割当を与えられ，

その後，９９年のグローバル ACP割当制の導入後，特に有機バナナの輸出を増

加させた。

ラテンアメリカでは，新制度以前に変化が生じていた。８０年代後半以降，生

産は急増し，過剰が生じ，さらに，割当制の導入を予想して，多国籍企業は激

しいシェア競争を繰り広げていたため，ラテンアメリカ諸国間にシェア変化が

生じていた。最大かつ最低コスト生産国のエクアドルが EUへの輸出を倍増さ

せていた。新制度は当初ラテンアメリカからの輸入に２００万トンの上限を設定

した。それは，９２年のピークよりは低かったが，８９～９１年の平均にほぼ等しい

量であった。上限は，すでに述べたように，BFAの結果，また９５年の新加盟

３ヶ国（オーストリア，スウェーデン，フィンランド）を考慮して，後に，段

階的に２５５．３万トンにまで引き上げられた。BFAはドル輸入の半分（４９．４％）

を締結４ヶ国（コロンビア，コスタリカ，ニカラグア，ベネズエラ）に保障し
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ていた。コロンビアとコスタリカは，ピークでドル輸入の２６％以上を占め，良

好であり，締結国でないパナマも，まずまずであった（第３図参照）。パナマ

の輸出の大半は，チキータによるもので，BFAこそ，チキータをしてアメリ

カ政府に新制度反対の働きかけを起こさせた原因であったが，実際は BFAは

特別チキータに不利ではなかったのである。

新制度のエクアドルへの影響は評価が難しい。エクアドルバナナの世界輸出

は，９０年の２２０万トンから２００１年の４００万トン弱まで（ピークは９７年の４５０万ト

ン）着実に増加してきた。エクアドルは EUにとっては最大の輸入相手国だが，

EUはエクアドルの主要輸出市場ではない。制度の如何を問わず，いずれにし

てもエクアドルの競争力は強いのである。

関税割当がなければ，ラテンアメリカの対 EU輸出はもっと増加し，価格も

下がっていたであろうことには，疑問の余地はないが，カリブ輸出諸国が主張

するように，それが究極的にラテンアメリカのバナナ輸出諸国を利したかどう

か（つまり，交易条件の改善と輸出所得の増加をもたらしたかどうか）は，疑

わしい。

第３図 EUの輸入に占めるシェア（％）

Source : Eurostat and national statistics.
出所：Myers (2004) Figure 18. 5.
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Ⅵ‐２ ACPにとっての米欧合意の意味

米欧合意は，ACPにとって二つの脅威を意味していた。

一つは，長期的な影響であるが，決定的な意味をもつ。すなわち，２００５年末

での関税割当制度の終焉である。それは，WTO裁定の結果であって，ACPの

必要に応じたものではもちろんなかったし，EU議会の意向（関税単一制度へ

の自動移行に反対し，１０年というもっと長期の移行期間を求めた）にも反して

いたが。割当制の終焉後定められる関税率は，その後の交渉に委ねられること

になっているが，世界バナナ産業の過剰生産傾向とカリブの高コスト構造を考

えると，すでに述べたように，２００６年以降カリブバナナ産業は危機的な状況に

陥ることが予想される。

もう一つは，より即時的な影響であるが，関税割当制度自身の内容変更によ

る供給過剰と価格の問題である。ACP割当を確保するウェーバーの獲得と引

き換えに，ACPへの割当量そのものは８５万トンから７５万トンへと削減され，

その分は，ドル輸入に割り当てられた。表面的に見れば，それは合理的で問題

がないように見える。なぜなら，ACPは割当の全量を消化したことは決して

なく，EUの ACP輸入が７５万トンを超えることは滅多になかったからである（第

９表参照）。しかし，もしラテンアメリカ諸国が増加した割当量をすべて消化

するとしたら，輸入総量は増加し，したがって市場流通量は増加し，価格は重

大な下方圧力を受けることになる。結果は，輸入増加による過剰供給の慢性化

と輸出単価の下落である（第４図参照）。ウィンドワード諸島輸出単価平均は，

９９年のトン当り５３０東カリブドルから２０００年の４２０東カリブドルへと２１％も下落

した。

EU市場全域で過剰供給問題は見られたが，とりわけカリブの依存するイギ

リスで，スーパー間の価格競争の激化によって問題は深刻だった。イギリスの

バナナ販売の８０％を占めるスーパーは，今や取引業者と価格を交渉するのでは

なく，一方的に命令するのであった。２００１年にウォルマートが進出してきて，

イギリスのスーパーチェーンアスダを買収して以降，状況は急速に悪化した。

アスダ（ウォルマート）の戦略は，バナナの取引先を競争入札で一社と定める

ことであった。それが可能な一社というのは，ラテンアメリカでの大規模なプ
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第９表 EUのバナナ輸入（１９８８～２０００年，千トン）

ACP1 EU2 ドル3 計

１９８８ ５１４．１ ７５７．１ １６４３．９ ２９１５．０
１９８９ ５４４．４ ７３８．９ １７１６．１ ２９９９．４
１９９０ ６２１．９ ７３７．５ ２０２４．２ ３３８３．６
１９９１ ５９６．４ ６９９．５ ２２８５．９ ３５８１．８
１９９２ ６８０．２ ７０５．８ ２３６６．７ ３７５２．６
１９９３ ７４８．１ ６４３．７ ２２１８．９ ３６１０．７
１９９４ ７２６．９ ５８４．６ ２１０２．３ ３４１３．８
１９９５a ７６４．０ ６５８．２ ２４０５．１ ３８２７．３
１９９６ ７９６．１ ６８４．６ ２３９８．８ ３８７９．６
１９９７ ６９２．８ ８１０．５ ２４６２．９ ３９６６．３
１９９８b ６１６．４ ２４４４．９ ３０６２．２
１９９９b ６７７．０ ２５４１．７ ３２２４．３
２０００b ７５７．７ ２５４１．８ ３３１２．８

（注）a EU，１２ヶ国から１５ヶ国に拡大。
b 国内産供給は貿易とは扱われない。
1 伝統的 ACP１２ヶ国にドミニカ共和国，ガーナを加えたもの。
2 フランス，スペイン，ポルトガル，ギリシャ。
3 ラテンアメリカ８ヶ国（エクアドル，コスタリカ，コロンビア，グアテ
マラ，パナマ，ホンジュラス，ニカラグア，ベネズエラ）にメキシコ，
フィリピンを加えたもの。

Source : Statistics (Commodities and Food) Accounts and Trade, ESD, DEFRA.
出所：Clegg (2002) Table A6.

第４図 ウィンドワード諸島輸出（実質）価格指数

Source : National Economic Research Associates, Banana Exports from the Caribbean
since 1992 .

出所：Myers (2004) Figure 18. 4.
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ランテーション経営からバナナを調達できる企業に限られていた。激しい入札

競争に勝ち抜いたのは，デルモンテであった。２００３年に契約更改が行われたが，

その時の価格は前回をさらに下回る価格だったといわれる。つまり，アスダ

（ウォルマート）は，２００２年８月以降のイギリスにおけるバナナの価格破壊の

先導者であった。

すでに，９０年代にイギリスではバナナ価格は下落気味であった（第５，６図

参照）。９０年のキロ当り小売価格の平均１１４．１ペンスは，２０００年には９９ペンスに

値下がりしていた（実質価格では６４％へ下落）。価格は下がるのに，他方でコ

ストは上昇していた。インフレの進行と，スーパー側からの包装や見かけをよ

くするためのあれこれの要求（たとえば，熟成度の異なるバナナを一つの箱に

ほどよく混ぜるなど）が増えていたのである。２００２年以降価格競争はさらに激

化し，２００３年春には８８ペンス，夏には，いくつかのスーパー（アスダ，テスコ，

セインズベリー，モリソンズ）では７９ペンスの価格すら出現したが，この価格

低下によってスーパーの売り上げが急速に増加している証拠は見られない。む

しろ，売り上げはほんのわずかしか増えていないのに，価格低下が大きく，そ

の生産者への影響は破壊的であると言わなければならない。

ウォルマートなど一部の小売り巨大企業が押し進める価格破壊は，世界的に，

生産者，とりわけ中小規模生産者からの巨大な収奪であり，彼らを経済的破局

と困難に追いやっているものである。

Ⅵ‐３ 「地獄の道」への競争（A Race to the Bottom）

米欧合意は，発展途上国，とりわけ経済的に不利な立場の小国にとっての

WTOの意味を白日の下にさらした。

様々な条件の相違をもつ発展途上国のなかで，ラテンアメリカ諸国とりわけ

エクアドルのように，EUの最新制度によって輸出を増加させた途上国がない

わけではもちろんない。しかし，ラテンアメリカの生産国がすべて米欧合意と

いう紛争解決の結果に便益を得ているわけではない。小売りスーパー間での激

しい競争とその結果としてのバナナ企業間での激しい競争は，価格への下落圧

力を生んだ。労働力が最大のコストで，かつ過剰生産に陥っている一次産品に

－３８－ カリブバナナ輸出小国の悲劇
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第５図 小売り価格（ドル／kg）

Source : FAO, based on the arithmetic average of the twelve monthly averages.
出所：Myers (2004) Figure 18. 1.

第６図 イギリス小売り価格（ペンス／kg）

Source : FAO adjusted as retail price index.
出所：Myers (2004) Figure 18. 2.
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とって，それは，（エクアドルのような競争力のある国にとっても）供給国で

の賃金と労働条件への脅威を増加させることとなるし7)，（ウィンドワード諸島

のような）競争に敗れ，生産者が淘汰される国では，雇用と生活水準への破壊

的な脅威となる。いずれにせよ，無制限な自由貿易の強制の負の帰結である。

Ⅵ‐４ EUの新自由主義的な姿勢

１９８９年の第４次ロメ協定締結以降，ACP諸国を保護する EUの伝統的な基本

政策は大きな変更を余儀なくされてきた。７０年代に確立された「新国際経済秩

序」的な考え方はこの間大幅な後退を強制されてきた。いくつかの要因がこの

EUの態度変更の背後にある。

一つは，欧州委員会と加盟国の「バナナ疲れ」である。アメリカやラテンア

メリカとのバナナ紛争に費やされた莫大な労働量，時間，エネルギー，緊張は，

まったくの不満足な結果と相まって，この問題の消滅を願う強い希望を EU内

にもたらした。二つは，フランス，イギリス，イタリアが推進した旧植民地に

対する宗主国としての義務感の EU内における影響力の減退である。そのよう

な志向をもたない新規加盟国が増加するにつれて，旧植民地の状況に対する共

感の感情は EU各国市民の間に薄れて行った。三つ目は，最も重要なこととし

て，EUと ACPとの条約関係の変化である。ロメ協定は，２０００年にコトヌ連携

協定に引き継がれたが，後者は前者と異なって，ACPへの EUの支持が自由貿

易一辺倒のWTOルールと整合的である必要を強調した。２００８年までに経済連

携協定（EPA）交渉の開始を謳ったが，経済連携協定の大きな特徴は，一方的

ではなく，双務的（等しくはなくても双方向の）譲許である。中心・周辺の非

双務的な特恵関係ではなく，対等な者同士の連携（partnership）と相互性（reci-

procity）が基本となるのである。

そしてこれらすべての事項の背後にあるのが，言うまでもなく，新古典派経

済思想＝新自由主義の台頭である。戦後１９５０年代に具体的に始まった欧州統合

7) エクアドルの例では，バナナ労働者の賃金は1日約5ドルであるが，多くの労働者
は週に2，3日しか仕事がなく，住宅や健康保険のような現物手当はほとんどない。
労働条件改善のストは，武装した雇われギャングによって暴力的に弾圧される。エ
クアドルは世界のバナナ輸出の3分の1を占めるから，その影響力は大きい。

－４０－ カリブバナナ輸出小国の悲劇

の試みの長い歴史は，部分的には社会憲章や市民社会の強化など進歩的な反対

の要素を孕みつつも，結局のところ，それとは矛盾する経済的効率最優先の大

市場の理論に導かれてきた。その集大成が EU憲法条約の調印である。フラン

スとオランダにおける国民投票でのその批准の拒否（２００５年７～８月）は，ほ

とんど頂点に達しようとするこの流れ（「社会から離床した経済」＝効率最優

先）への大衆による拒否（ポラニーの言う「社会の対抗運動」）である。

Ⅵ‐５ EUの選択肢

バナナに関する限り，コトヌは，ロメよりはるかに ACPにとって不利であ

る。ACP特恵を後退させてきた欧州委員会は，自己の政策を弁護して，EU巨

大市場の提供自体によって，ロメ協定の文言（ACPバナナの保護）は満たさ

れており，非効率な国は EUの援助を利用して生産性の改善を図るなり，他の

経済活動に転換するなりすべきであるとする。

しかし，ウィンドワード諸島（特にドミニカ Trouillot 1988参照）の場合，

バナナと観光以外の代替産業はほとんどないのである。さらに，バナナは，こ

れら諸国の食糧その他の必需品の輸入にも決定的な重要性をもつ毎週の船積み

を経済的に可能にする唯一の産業でもある。したがって，バナナ抜きの産業多

様化や所得源の多様化はあり得ず，多様化は核となるバナナの輸出貿易があっ

て始めて可能になるのである。

１９３９年のイギリス王立委員会の報告書（Myers 2004: 143）は，ドミニカの自

然の美しさと人々の大きな貧困との対称に注意を喚起したが，第二次大戦後の

規制された市場の恩恵的な保護の下でのイギリスへのバナナ輸出の成功は，こ

の島の貧困を大きく減じた。今，WTOルールとWTOルール適合的な EUの

対 ACP政策とによって，再度かつての貧困が復活する恐れが非常に強い。し

かも，ウィンドワード諸島の輸出額は世界全体から見ればほんのわずかである。

年間１４万トンであり，世界輸出の１％，EU市場の３．４％にすぎない8)。これら

の弱小経済に EU内での特別の供給枠を許すよりも，自由貿易の名の下にこれ

8) 2000～2002年平均で，EU市場（総計約400万トン）での各国シェアは，国内生産
者19％，伝統的 ACP 16％，非伝統的 ACP 2％，ドル地域63％である（出所 FAO）。
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らの経済に壊滅的な打撃を与えることの方がはるかに重要で本当に必要なこと

なのであろうか？ その理論的根拠はいかに正当化（および正統化）すること

が可能なのか？ 我々は改めてこのことを根源的に問うべきである9)。

EUにはどのような選択肢が残されているのだろうか？

２００６年１月１日以降の単一関税制度への移行において，ACP保護のために

は，EUの関税率は十分に高くなければならない。しかし，関税率の決定はガッ

ト第２８条の下での関心国との交渉の結果に依存し，最終的には，それはすでに

述べた通り，WTOでの仲裁に依存し，現在その結果を待っている状態である。

自由貿易をよしとする今日のWTO支配の風潮の中では，EUバナナ関税には

絶えざる引き下げ圧力がかかることになるだろう。関税率が ACP保護のため

の十分な高さにならなければ，コトヌ協定の下で，EUは ACPバナナ産業保護

の別の手段を探す道義的な責任を負うことになる。しかし，WTO裁定と米欧

合意の結果，取りうる選択肢はきわめて限られている。最も望ましいことは，

米欧合意にも関わらず，２００６年以降も，関税割当制度を実効的に（事実上）維

持することである。現実的には不可能に思われるかもしれないが，しかし，WTO

の下でも理論的にはこのことは可能なのである。つまり，発展途上国への特別

待遇原則（SDT）である。しかし，それは，WTO体制の下での発展途上国へ

の特別待遇原則（SDT）を真に実効あらしめることを意味し，それにはアメリ

カ，拡大 EUなど当事者のそれぞれが SDTへの「深い理解」に基づいて，原

則的な，つまりこの場合弾力的な柔軟な態度を取ることが要請されるのである。

あるいはより一般的に言えば，今日のドーハ「開発アジェンダ」（今年２００５年

１２月の香港の第６回閣僚会議での妥結が目標とされている）において，SDT

が実効化されることが必要なのである。しかし，その見通しは暗い。なぜなら，

原理的に，WTO体制とは，自由貿易原理を根本の基本原則にしたものであり，

それと矛盾する SDTは，（原則に対する）単なる例外，（本則に対する）補足

的附則，（本体への）余分な付け足しという，発展途上国に対するごまかしの

9) グロスマンは，1996年のセントビンセントおよびグレナディーン諸島の EUへのバ
ナナ年間輸出額は，1,900万ドルであるのに，アメリカはクリントン大統領の就任パー
ティだけに4,000万ドルも使っていると皮肉っている。Grossman 1998 : xv.
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リップサービスにすぎないからである。SDTを自由貿易原理と並ぶ世界経済

の基本原則に高めることが必要であるにも拘らず，そんなことをする気は先進

国には毛頭ない。そうするためには，世界経済に対する根本的な認識の革新（新

古典派自由市場原理の否定）が必要だからである。

見通しの暗い理由の主要なものは以上に述べた先進国の原理的な態度である

が，もう一つの現実的な副次的な理由に，発展途上諸国相互間の格差問題があ

る。バナナに関しては発展途上国相互間および ACP諸国間の不均衡の問題で

ある。ラテンアメリカ（平均の土地生産性はヘクタール当り５０トン）は ACP

より効率的であるが，ACP諸国間でも，カメルーン，コートジボアール，ド

ミニカ共和国はウィンドワード諸島（ヘクタール当り２０トン）やジャマイカよ

り効率的である。したがって，西アフリカの生産国を市場に踏みとどまらせる

に十分な関税率もカリブにとっては破滅的かもしれない。このように，ラテン

アメリカ諸国と ACP諸国との利害対立に示されているように，発展途上国自

身が個別的に新自由主義の競争幻想にとらわれている限り，途上国全体が結束

して，新自由主義に立ち向かうことにはならない。しかし，その結果として，

「ボトム（地獄の道）」への競争が強いられ，最強者だけしか生き残らないこ

とになる。生き残った強者も，市場条件の悪化に苦しめられる。紛争のそのよ

うな「解決策」は適切とはとうてい言えまい。困難ではあっても，弱者にも市

場で生き残る可能性を与える差別化（棲み分け）を EUは追い求める必要があ

る。それは市場原理主義を否定しなければできないのである。

補足的な措置として，カリブの場合，EUがコトヌ協定の文言と精神に忠実

であろうとするなら，投入財への補助金なり不足払い制度なりを通じて何らか

の直接援助の必要性を認めることである。これは，アメリカが第一次WTO裁

定の後，「負の関税」として示唆したことでもあった。EU委員会も，かつて

単一市場への移行に際して一時的措置として，同様の直接支持を提案したこと

があったし，不足払い制度は EU共通農業政策の最重要な柱でもある。しかし，

EU財政負担の点から考えても，この方向は期待できそうもない。WTO交渉

においても，農業補助金への削減圧力は常にかかっている。さらに，EU拡大

と現在の思想的流れはこの方向に不利に作用しそうである。２００４年の新規加盟
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１０ヶ国や今後の予想新規加盟国は，いずれも，彼ら自身が経済的余裕の少ない

相対的後進国であるし，カリブや ACPとの歴史的な結びつきももっていない

し，自分たちが生産しない食料についてできる限り最低の価格で輸入したいと

いう欲求をもつかもしれないからである。他面で，テロ問題との関わりもあり，

途上国への援助増加の動きもないわけではないが。

Ⅶ 今後の展望

カリブバナナ生産諸国の経済的生き残りの展望はどのようなものだろうか？

Ⅶ‐１ 競争力格差の縮小努力

まず，競争力の改善見通しについて。地理的自然的条件（ハリケーン，旱魃，

山地，やせた土壌など），技術的条件（垂直統合，規模の経済，化学農業など

の欠如）および社会的条件（労働者が保護されて賃金が相対的に高い）からし

て，カリブ諸国がラテンアメリカと同等の競争力をもつことは不可能であるが

（土地単位当り収穫高は，ラテンアメリカはカリブの２．５～６倍）10)，競争力格

差を縮小しようと努力する必要性はカリブ諸国自身によっても承認されている。

WTO裁定以後，このことは特に強く認識されている。裁定の結果，ドル輸入

の３０％を国内／ACPバナナの取扱業者に割り当てた Bライセンス制度（による

cross-subsidization）は廃止されることとなり，ACP生産者は価格低下に直面し

た。また国別割当の廃止によって，伝統的 ACP生産国にとって特定量までの

アクセスの保障は無くなり，高コストカリブ生産国は，低コスト ACPとりわ

け，コートジボアール，カメルーン，ドミニカ共和国との競争にさらされるこ

ととなった。

伝統的 ACP生産国のなかで，先に述べたように，ベリーズだけが新制度の

下で，EUに対する輸出を増やすことができた。少数の中規模プランテーショ

10) 6トン対16～26トンという別の資料もある。賃金もウィンドワード諸島の方がラテ
ンアメリカより，50％高いという（Grossman 1998 : 41）。生産コストの相違では，キ
ログラム当りで，ラテンアメリカ0.2エキュ対 ACP/EC 0.5エキュというデータもある
（Clegg 2002 : 120）。
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ンからなっているので，ベリーズは，２００６年以後も関税水準いかんによって，

生き残りが可能である。むしろ，ベリーズは輸入ライセンスをもっていない（ラ

イセンスは EU内での業者のみに与えられる）ので11)，関税割当の廃止後，関

税水準いかんでは，輸出の増加すら可能であろう。

ジャマイカは，二つの生き残ったプランテーションに輸出生産を集中するこ

とで困難な状況に対応しようとした。二つの大農場だけで輸出の９０％を占め，

残りはウィンドワード諸島の生産者と同じ中小生産者が占める。１３．５万トンの

ジャマイカの国内総生産の３分の２は，中小生産者が占め，主に国内市場で野

菜（まだ青い時期に）または果物（熟した時に）として消費される。輸出に向

けられるのは，全体の３分の１にすぎない。EUの援助は，栽培農民への技術

移転と移植を通じる作物基準の引き上げ，病害管理の向上を通じるプランタン

の生産増加，バナナおよびその副産物（バナナチップや包装用資材など）の代

替的用途の開発などに向けられている。しかし，ジャマイカのバナナ輸出も，

EU市場の低価格のなかで生き残りの困難に直面している。

最も困難に直面しているのは，ウィンドワード諸島である。生産者は小規模

（家族経営）で，収穫は非常に低く，灌漑施設の欠如により生産性は低水準に

とどまっている。したがって，生産量や品質は安定せず，生産・船積コストは

高かった。

生存維持農業に起源をもつという文化的ハンディキャップもあった。農場で

の作業は，熱帯の暑さが頂点に達する正午頃に終わる。ということは，もし農

業労働力を雇用しようと思うと，４，５時間の労働に対して丸１日分の賃金を

支払うのに，午後からは労働者がいないということになる。この労働慣行はバ

ナナ農場では行われているのに，他の産業たとえば砂糖プランテーションでは

11) ウィンドワード諸島とジャマイカは，イギリスに（つまり EU内に）自らの取引企
業（それぞれWIBDECOと Jamaica Producers）を設立して，ライセンスと割当を獲得
したが，ベリーズは，そうしないで，ライセンスをもつ Fyffesとの年次契約でバナ
ナを輸出した。スリナムも，ベリーズ同様，当初の輸出額は僅かだったので，自ら
はライセンスを獲得せず，Fyffesとの契約でバナナを輸出した。しかし，状況は変化
した。ベリーズでの生産拡大，単一のグローバルな ACP割当の導入（それによる輸
出増加のチャンス），厳しくなってきた環境，これらが自前のライセンスをもたない
状況を望ましいものとはしなくなった。しかし，2006年以後の単一関税制度の下で
は，いずれにしても，ライセンスは廃止される。
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行われていないことを見ると，おそらく，バナナ栽培が生存維持農業に由来す

るというのがその理由であろう。しかし，この気候的文化的要因は，間違いな

く，コスト増加要因であって，しかも，地形や規模といった物理的理由による

場合よりも，EU諸国民にとってはるかに同情することが困難なコスト増加要

因である。

カリブの中でも，合計すれば最も生産量の多いウィンドワード諸島では，９０

年代に，バナナ産業からの栽培農民の大量退出が続いた。農民の数は，前述の

通り，９２年の２．４万人から２００２年の０．７万人にまで，EUでの市場価格の下落と

バナナ輸入制度の存続への絶えざる脅威によって，減少した。この減少は，政

府の産業転換や構造調整に基づく政策的計画的なものではなく，価格低下と悲

観的な将来見通しに対する農民の自然発生的な個別的な反応を表現したもの

だった。しかも，退出した者は，最も効率の劣る劣等な者ではなかった。彼ら

のその後は追跡調査がなされておらず，正確には分からない（Myers 2004 : 150）。

他の作物や生存維持農業に向かった者，観光業に雇用された者，移民（不法移

民），麻薬栽培，失業者，インフォーマルセクター従事者などが予想されるが，

特に，すでに述べたように，ガンジャ（マリファナのカリブ名）の栽培は，カ

リブ，ことにセントビンセント島でますます大きな問題になりつつある。多く

の旧バナナ生産者にとって，ガンジャはバナナに代わる最も魅力的な作物に

映っているのである。

農民の減少とハリケーンの被害（それに加えて絶えざる旱魃，病虫害，熱帯

低気圧，火山噴火）（Grossman 1998 : 63）は，ウィンドワード諸島のバナナ輸

出を新制度導入以前の半分以下に減少させた（第２図参照）。それは，確立さ

れた既存の市場シェアの喪失を意味するが，カリブバナナの高コストを考えれ

ば，失われたシェアの回復は困難であろう。EUの ACP保護が無くなるとすれ

ば，将来への唯一の希望は，より少数の効率的な生産者へ生産を集中すること

によって，競争力を強めることしかないが，それは同時に，家族経営から成り

立っているウィンドワード諸島のバナナ生産構造を変革し，独占的集中度を高

めることでもあって，ウィンドワード諸島の社会的安定性と公平性を危険にさ

らすものである。しかも，EUの援助計画で灌漑投資等もなされているが，地
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形と乾期の水不足とによって，すでに述べたように，生産性の向上は基本的に

制約されている。

Ⅶ‐２ スーパーの市場決定力

次に市場状況について。カリブのバナナ貿易の将来は三つの要因に依存して

いる。一つは２００６年以後に予想される制度，ことに関税保護の水準である。二

つは，カリブの競争力改善度である。三つは市場条件であって，それは大部分

大手スーパーによって決められる。最初の二つについては，これまでに述べて

きたので，ここでは三つ目の要因について述べよう。

収益的な輸出作物を求める世界的な経済競争という今日の新自由主義モード

の中での世界的なバナナの供給過剰傾向を考慮すれば，自由市場でのバナナ価

格はカリブにとって収益的な水準にはならないであろう。関税だけが保護の唯

一の手段であるということになれば，カリブの高コストを埋め合わせるに十分

な関税水準にはならないであろう。生産性向上の余地もすでに見たようにかな

り制約されている。したがって，カリブが生き残れるかどうかは，価格がバナ

ナの購買決定の唯一の（あるいは決定的な）基準では必ずしもないというよう

に市場がなるかどうかにかかっていると思われる。カリブバナナの確立された

市場はイギリスだけであり，そしてイギリスでの販売の８０％以上はスーパーで

あるから，結局スーパーが市場でのこの決定権を持っていることになる。価格

以外の購入規定要因といえば，フェアトレードや高品質の有機バナナが考えら

れる。

Ⅶ‐３ フェアトレード

ヨーロッパでのフェアトレードバナナは，１９９６年のオランダが最初であり，

オランダでは，瞬く間に，市場の１０％を占めた。その後，スイス，イギリスそ

の他の EU諸国に広がった。当初の供給源は，ガーナ，エクアドル，コロンビ

ア，コスタリカ，ドミニカ共和国であったが，２０００年８月以降，ウィンドワー

ド諸島もフェアトレードバナナをイギリスに輸出し始めた。２０００年にイギリス

はスイスに次いでフェアトレードバナナの第二位の市場となっている。２００３年
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までに，ウィンドワード諸島はイギリスで販売されるフェアトレードバナナの

５４％を，ドミニカ共和国は２１％を供給している。２００３年のイギリスでのスー

パーのフェアトレードバナナの販売シェアは，セインズベリー３６％，テスコ１９

％，コープ１６％，セーフウエイ１３％，アスダ８％，ウェートローズ８％となっ

ている（Myers 2004 : 156）。イギリスでのフェアトレードバナナのシェアは，

２０００年のわずか１％から０３年には３％へと増加している。オランダとドイツの

経験に照らせば，フェアトレードは最初ブームが起って急激にシェアが高まる

が，その後熱が冷めて停滞する傾向が見られる。しかし，イギリスでの予測は，

２００６年に５～１０％を占めると見られている。それでも，競争も激化するから，

フェアートレードはカリブの産出高の一部をカバーするにとどまるだろう12)。

Ⅶ‐４ 有機栽培バナナ

ドミニカ共和国は世界の有機栽培バナナ供給の半分を占める。グレナダも，

バナナだけでなく，果実・野菜の有機栽培に積極的である。しかし，有機栽培

への転換は，化学農業からの有機農業への移行期をどうしのぐかという大きな

問題がある。移行期に，コストが増加し，収穫が低下するのに，価格が追いつ

くかという問題である。

バナナに限らず，イギリスでは一般に有機食品の売り上げが急増した。卵の

サルモネラ菌，チーズのリステリア菌，牛の BSEなどの食品安全性問題が続

発したからである。しかし，近年，売り上げの成長率は落ちてきている。

有機バナナも，フェアトレード同様，カリブの総生産の一部をカバーするに

とどまる。つまり，毎週の船積みを経済的に保障する量にはならないのである。

結局，それらは，重要な補完的役割は果たせても，利潤を求める多国籍企業主

体の資本主義市場経済の主流のバナナ貿易に取って代わることはできない（あ

るいは，できていない）のである。

12) イギリスのバナナ輸入量を80万トンと見て，4～8万トンをフェアトレードバナナ
とする。うち半分のシェアをウィンドワード諸島で占めるとしても，フェアトレー
ドバナナはウィンドワード諸島全輸出量の14～28％にすぎない。
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Ⅶ‐５ カリブ・アイデンティティ

最後に，カリブバナナのアイデンティティ確立の意義を強調しておきたい。

カリブバナナは大体において（またウィンドワード諸島では特に），生産は

しばしば傾斜地の家族小農場で行われ，労働集約的自営的で，化学的投入財へ

の依存もはるかに少なく，かりにフェアトレードや有機のラベルが張ってなく

ても，限りなく，フェアトレードや有機の理念と条件に近いものである。雇用

労働力が利用される時も，現地労働法に基づいてしかるべき賃金が支払われて

いる。生産はしたがって，環境的社会的にかなりの程度適正である。しかも，

経済全体のこの単一作物への依存度が非常に高いので，バナナ産業への支持は，

カリブにあっては社会的に必要で適切である。これらの特性に鑑みて，ヨーロッ

パ（並びに世界）市場にこの倫理的次元を承認させるべく，カリブバナナに特

別のアイデンティティを打ち立てることは，きわめて重要である。以上の認識

に立った，EUのスーパーと消費者からのカリブバナナへの支援が望まれる。

そして，EUとしては，すべての伝統的 ACPが輸出を続けられるように EU市

場へのアクセスを提供する義務（ロメ精神）を果たすべきである。

Ⅶ‐６ WTOとバナナ生産小国

バナナ紛争に関する限り，発展途上国の特別待遇（SDT）の唯一の規定は，

ガット第２５条の一般的なウェーバー規定だけである。結局，これが実際に主要

な役割を演じたが，指導権は大国，それもアメリカが握った。ACP諸国にとっ

て決定的な第１３条（数量制限の無差別適用）のウェーバーは，当初それに反対

していたアメリカが最終的な妥協の結果，それを支持した時に始めて現実的な

可能性となった。しかも，このウェーバーは ACPにとって，移行期の条件の

点でも，４年後（２００６年）には単一税の市場開放へと移行するという点でも，

極めて高くつくものとなった。

バナナ紛争は，本稿冒頭のドミニカ首相の言葉に象徴されるように，発足し

たばかりのWTOへの途上国の不満を強化し，１９９９年のシアトルの挫折とその

後の反企業グローバリゼーション運動の隆盛の原因の重要な一部をなした。

WTOでの調停の結果は不公正だとするカリブの感覚は，調停手続きがアメ

カリブバナナ輸出小国の悲劇 －４９－



リカの要請でカリブに不利に操作されているという印象を与える調停のやり方

によっても強化された。カリブその他の ACP諸国は，完全な参加の権利を拒

否された。なぜなら，バナナ紛争は EUとアメリカ，EUとラテンアメリカと

の紛争であったから。また，ウィンドワード諸島の民間法律顧問はアメリカの

要求でパネルから排除された。なぜなら，常雇いの政府役人でなかったから。

そしてその決定は ACPを排除した会合でなされた（その後の上級委員会では，

自由に代表団を任命する権利は認められることになったが，時すでに遅しだっ

た）。「WTO紛争解決メカニズムの創設は，カリブが周辺的プレイヤーになっ

てしまったことを意味した」（Clegg 2002: 173）のである。「カリブバナナ利害

のマージナル化」（ibid. : Chapt. 7）である。

戦後における国際機関としてのWTOの本質（自由貿易原理に凝り固まった

官僚的な先進国中心の国際機関，したがって，透明性も，正統性も，アカウン

タビリティも欠けている）に由来するルールの不適切な厳格さまたは議長や事

務局スタッフの「想像力」や「柔軟性」（発展途上国への特別の配慮という観

念）の欠如も示された。しかも，パネルのメンバーも，事務局スタッフも，同

じ少数の国（ほとんど先進国）の出身者になりがちである。バナナの場合，パ

ネルのメンバーは，香港のガット代表，スイス外務省の役人，オーストラリア

の自由貿易派エコノミストの３人であった。弱小途上国のケースを扱う時には，

少なくとも一人は，これらの問題への個人的経験と十分な理解をもっている人

間を入れるといった考慮が本来なら（つまり SDTが真剣に理解されているな

ら）なされるべきであるのに，そのようなことは自由貿易原理に凝り固まった

官僚的な先進国中心の国際機関には起こりえなかった。紛争解決手続きへの第

三国の参加に関して，弱小国には，特別の機会と支援が与えられるべきである

のに，そのような規定はまったく存在していない。要するに，何度も繰り返す

が，WTOの本質上，SDTは真剣には受け止められていないのだ。

１９９９年裁定（アメリカの対 EU制裁のWTOによる承認）は，大きな反響を

呼んだ。なぜなら，大規模な制裁＝報復が大国の強権的な一方的な措置として

ではなく，WTOという最高の国際機関によって，正式に（合法的に）認可さ

れたからである。しかし，このようなWTOの紛争解決機能の飛躍的強化とい

－５０－ カリブバナナ輸出小国の悲劇

われているシステムである cross retaliation（当該貿易紛争の分野とはまったく

無関係な分野で報復的制裁＝懲罰を科す）といったことなど，比較優位論と自

由貿易論が絶対的なものだとする国際貿易論＝国際経済学の〈自由貿易学説の

神話〉に囚われていない筆者などにはまったく馬鹿げているように思われる。

紛争分野とはまったく無関係な分野での制裁が論理的に正当化される道理が見

いだせないからである。現実には，cross retaliationは，まったく無関係な分野

での（たとえば，双方の中小零細家族企業や特定地域や労働者などへの）打撃

が大きいからである。WTOはもちろん，大国のアメリカだけでなく，もう一

方の当事者である発展途上国のエクアドルにも EUへの制裁を認めたが，エク

アドルはそれを実行しなかった。なぜなら，輸入する側（エクアドル）の自ら

への打撃が大きかったからである。この一事をもってしても，cross retaliation

は十全な生産構造をもつ経済大国の利害を表した規定である事が分かる。

制裁（紛争に勝った国の追加的な貿易制限）ではなく，違反国に義務的自由

化をやらせるべきであるという意見もあるが，それは，実効性の点で制約があ

ろう。元々，国家主権に阻まれて強制自由化の実効性に難点があるからこそ，

紛争解決機能のガットからWTOへの飛躍的「進化」（？）といわれている強

制的な制裁＝報復措置が認められることになったのである。しかもこの意見は

最初から自由貿易を絶対視しているものである。

バナナ紛争は本質的理念的にアメリカと EUとの間で生じたが，現実的に最

も利害関係を有したのは，双方の側の発展途上国（ACPとラテンアメリカ）

であった。ACPのなかで，ウィンドワード諸島諸国は，貧しくはないが13)，経

済的に脆い，つまり，単一作物に依存している。人口の少なさ，市場からの遠

さ，天然資源の欠如，自然災害の多さなども，ウィンドワード諸島の経済的脆

弱性に寄与する。他方ラテンアメリカも，言うまでもなく，発展途上国であり，

13) 1996年の一人当たり GNPで見れば，ドミニカ2,990ドル，セントルシア3,370ドル，
セントビンセントおよびグレナディーン諸島2,280ドル，グレナダ2,980ドルであり，
最貧国のニカラグア（380ドル）やハイチ（250ドル）はいうまでもなく，ホンジュ
ラス（600ドル），ボリビア（800ドル），スリナム（880ドル）や，グアテマラ（1,340
ドル），エクアドル（1,390ドル），ドミニカ共和国（1,460ドル），ジャマイカ（1,510
ドル），コロンビア（1,910ドル）より高く，ペルー（2,310ドル），コスタリカ（2,610
ドル），ベリーズ（2,630ドル），パナマ（2,750ドル）などと並んでいる。
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一部最貧国も含まれている。アメリカ（チキータ）と EUの貿易紛争の陰で，

発展途上諸国相互が対立し，「地獄への道」へ競争させられているのである。

ローマ条約以降，EUは周辺地域の特別待遇（SDT）＝「発展を妨げる遠隔

地，島嶼，小規模，困難な地形や気候，少数作物への経済的依存」（ローマ条

約第２２７条，アムステルダム条約第２９９条）が課すハンディキャップを考慮する

必要性を認識するようになってきていた。対外的には，南北問題の認識の高ま

りとともに，それは１９７４年の第１次ロメ協定における STABEXの承認へと昇

華していった。しかし１９８０年代以来の逆風の結果が今日の状況である。他方で，

新自由主義を推進する先進国の側も，SDTを求める発展途上国の力を完全に

は抑圧できないでいる。

WTOでも，バナナ紛争の結果，小さな経済的に脆弱な国（SVEs）に対して

より柔軟な取り扱いをする必要性への認識は生まれてきているようだ。その定

義については合意が難しいが，WTO事務局によれば，今のところ，人口規模

が最も受け入れやすい指標となっているようだ。人口１５０万から５００万人。貿易

シェア（全 SVEsを合計しても世界貿易の１％にも満たない）14)，GDP規模，

輸送コスト，規模の経済の欠如なども議論されているという（Myers 2004 : 164）。

また具体的な特別待遇の中身についても合意が難しいようだ。第三国としての

紛争手続きへの参加，ジュネーヴに代表団を維持するための資金援助，地域自

由貿易協定の便益は双務的でなければならないとする規定からの免除，既存の

優遇を自由化促進義務から守ることなどがテーマとなるが。しかし，言うまで

もなく，全体の議論の中では，SVEs特別待遇はほとんど無視に近い状況であ

る。WTOウエッブサイトで見ても，SVEsについては，グラサリー（用語集）

の中にすら，その言葉を見つけることはできない。

ウィンドワード諸島で，困難ではあるがバナナに代わる代替的な手段，各種

14) カンクンでの第5回閣僚会議での SVEsグループを代表したフィジーの声明（State-
ment on Behalf of Small Vulnerable Economies, Sept. 12, 2003, WT/MIN (03) /ST/87）。こ
のグループを構成しているのは，アンティグア・バーブーダ，バハマ，バルバドス，
ベリーズ，キューバ，ドミニカ，フィジー，グレナダ，ガイアナ，ハイチ，ジャマ
イカ，モルディヴ，モーリシャス，パプア・ニューギニア，セントキッツ・ネービ
ス，セントルシア，セントビンセントおよびグレナディーン諸島，サモア，セイシェ
ル，ソロモン諸島，スリナム，トリニダード・トバゴ，ヴァヌアツである。
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サービス産業や情報技術が示唆されている。しかし，何にせよ，当初は保護が

必要である。現下のWTOで認められている以上の SDTの具体的措置が必要

であろう。たとえば，SVEsによるウェーバーの取得なしに，先進国が特別の

便益を与えたり，あるいはバナナに関しても，WTO違反とされた関税割当も，

SVEsに対しては例外として認める，あるいは（EU財政負担の増加をもたら

して望ましいとは言えないが）単一税制下での「負の関税」を認めるといった

措置である。

ドーハがリップサービスとしてではなく，真の意味での「開発ラウンド」で

あるなら，その方向に進まなければならないのである。

WTO自由貿易原理のもう一つの著しい特徴は，価格メカニズムに基づく市

場原理に依存するというその本質からくる財サービスの質的側面の完璧な無視

である。WTOの輸入財の平等待遇への絶対的固執と輸入財の生産条件へのほ

とんど完璧な無関心という鮮烈な対称がそれをよく表している。これに対して，

フェアトレードは，財の公正な価格を決めるのに生産の社会的環境的条件に考

慮を払うことの適切さを訴える。しかしフェアトレードは世界貿易全体の一部

にとどまる。WTOは，貿易財の質や生産方法，労働条件や社会や環境に及ぼ

す影響，技術的性格などといった諸要因にまったく関心を払わないで，ただ平

板な量的（価格）競争原理をのみ重視する点で，今や完璧に時代遅れである。

国際貿易においても，世界人権宣言，ILO労働基準，ジェンダー・パースペク

テイヴ，社会的影響，環境保護的な生産方法などのような質的要因を反映した

実質的（差別的）アクセス条件を許容するかどうかが，２１世紀にあっては，国

際貿易の基本原理として，平板な自由貿易原理に取って代わって，問われるべ

きなのである15)。

Ⅶ‐７ 歴史的エピソード

最後に，いくつかの歴史的エピソードに言及しておきたい。

15) 話はそれるが，最後に付け加えておきたい。評判高いペルクマンスの著書（EU経
済統合，田中素香訳，文真堂，2004年）には，バナナ紛争はまったく取り扱われて
いない。それは，EUが完全に一面的な新自由主義の市場統合と自由貿易原理に取り
込まれていることを意味していると理解すべきなのであろうか？
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EUバナナ輸入制度は，EUの他の制度（ラム，牛肉，砂糖）と同じ ACP保

護の性格のものであったのに，アメリカは他の制度は問題としなかった。しか

も，たとえば，砂糖生産 ACP諸国の保護は，バナナ以上のものであった。各

ACPは保証価格での特定量の買い上げを保障されたからである。ACPバナナ

輸出国も砂糖と同じような制度（保証価格での特定量の買い上げ）を望んでい

たけれども，それは行われなかった。それでいて，アメリカは砂糖はWTO違

反として提訴せず，逆に国内生産物でもないバナナを提訴した。アメリカがな

ぜ砂糖を問題としなかったかの一つの理由は，アメリカ自身が国内生産者を保

護するきわめて輸入制限的な制度をもっていたことによる。そして砂糖はアメ

リカも承認した国際砂糖協定の歴史的取り決めをもっていた。砂糖協定は国際

商品協定の中でも，第二次世界大戦の前から始まる最も古い歴史を持っている

のである。

もっと興味深い歴史的エピソードがある。２０年以上前（１９７０年代初頭）に，

アメリカはカリブ保護のイギリスのバナナ輸入制度をガットのパネルに提訴し

たことがあったが，その時のパネルは，「カリブ諸国にしかるべき配慮をした

解決を見いだす」ように両国に注意を与え，１９７３年７月の最終裁定は，「見い

だされた解決策（ドル割当の継続）はカリブ諸国を完全に満足させるものでは

ないけれども，両国政府は最大限に，これら諸国の利害を守り続けるとの保障

を与えた」と述べ，それを評価した（Myers 2004 : 168）。

時は１９７０年代初頭であり，つまりは戦後の南北問題における南の攻勢の絶頂

期である。ガットパネルと２０年後のガット・WTOパネルとのこの極端な態度

の違いは，冷戦の崩壊（それによるカリブへの配慮の不必要性）という事実と

ともに，この２０年間の歳月のケインズ主義から新古典派への思想的変遷（筆者

に言わせれば通説のいう「進化」ではなく，退化または退廃）を明らかに示す。

９３年の EUバナナ輸入制度はウルグアイラウンド交渉のなかで生まれたもので，

自由貿易主義とロメ協定との調和をはかるべく，関税割当の方向をとった。生

まれたばかりの新機関WTOがそのルールについてかくも厳格で急進的な，つ

まり一面的な自由貿易の解釈を行うと予想した者ははたして当時どれだけいた

だろうか？また，EU自身がロメ協定の ACP保護からWTOの ACP切り捨て
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へと１８０度転換すると予想できた者はどれだけいただろうか？当時，アメリカ

政府が後になってこの制度へのチキータによる攻撃を支持すると予想すること

も同様に難しかったであろう。チキータの政治力は，時代が異なれば，まった

く問題とはならなかったものであろう。

いったい，人類の歴史は，前進しているのだろうか，後退しているのだろう

か？

Ⅷ む す び

最後に，本稿の主要な論点を箇条書き的に要約しておこう。

１ EU－米バナナ貿易紛争は，発足したばかりのWTO紛争解決メカニズム

の将来を占う最初の重要な紛争案件であった。アメリカは，EUのバナナ輸

入制度をWTO違反として提訴したからである。つまり，アメリカがWTO

紛争解決メカニズムの最初の活用者であった。

２ アメリカは，EUに対して大規模な報復＝制裁措置を行い，それはWTO

によって公式に承認された（制裁額は減額されたが）。WTO紛争解決メカニ

ズムの新たな強力なシステム（cross retaliation）を最初に活用したのはアメ

リカであった。

３ しかし，バナナは，アメリカの輸出品ではなかったから，「WTO違反」と

された EUバナナ輸入制度によって「侵害されたアメリカの貿易利害」なる

ものは，本当は「アメリカの利害」ではなく，実は一アメリカ企業（チキー

タ）の企業利害に他ならなかった。このことは，次のことを示唆する。�１多

国籍企業チキータの異常な政治力の強さ。�２冷戦の崩壊によるカリブバナナ

輸出小国の利害へのアメリカ政府の関心の劇的低下。�３新自由主義思想の復

活，台頭，その支配力の強さ。

４ EUバナナ輸入制度をWTO違反と裁定することによって，WTOは，きわ

めて厳格な自由貿易原理に一面的にかつ一元的に支配されていることを示し

た。世界経済の具体的現実に対応することができる SDT（発展途上国への

特別待遇）や地域特恵（ACP保護）のような，自由貿易原理と矛盾する原
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理を同時に包摂する多元的で柔軟な国際貿易機関ではないことをはっきりと

示したのである。筆者は本稿で，WTOの本質を「透明性も，正統性も，ア

カウンタビリティも欠いた官僚的な自由貿易原理に凝り固まった先進国中心

の国際機関」と定義した。

５ WTOはまた，その反小国的な制度的欠陥を露呈した。パネルのあり方，

調停の仕方，報復措置の認可など，すべてが大国の利害を代表し，大国を想

定したメカニズムとなっている。小国はWTOにおいては，いかにその裁定

が当該小国の経済的生存に死活の利害を有していたとしても，完全に「マー

ジナル化された周辺的プレイヤー」にすぎない地位しか与えられていないの

である。

６ ロメ協定に基づく EUバナナ輸入制度がWTO違反とされたことは，地域

経済統合や自由貿易協定は，WTO整合的でなければならないこと，すなわ

ち，発展途上国優遇のような非相互性（先進国と途上国との関係において，

先進国は途上国に対して，同等の譲許を求めることなしに，一方的に途上国

に対して譲許を与えること）や地域特恵のような差別姓（同じ発展途上国相

互の間でも，特定の先進国に対して特別な歴史的関係を有している途上国に

対しては，当該先進国は，他の途上国に対するのとは異なる優遇を与えるこ

と）は，グローバリズムに照らして，WTO違反とされたのである。したがっ

て，それを可能とするには，議決権の３分の２の承認を必要とするウエーバー

しか残されないこととなったが，それは過渡的にしか得られない。この過渡

期は，ACPバナナの場合，２００７年末まで，どんなに遅くても２０１９年末まで

である。

７ EUがロメ協定の精神から徐々に大きく後退して行ったことの要因は次の

ようなものである。�１アメリカとWTOの圧力。�２加盟国の拡大による EU

内での思想の変化。�３新自由主義の主流派思想への台頭。それは根本的に市

場原理主義的な一面的で平板な世界経済認識の一般化を表している。

８ EU－米バナナ貿易紛争は，実は，同時に，バイプレイヤーとしての ACP

（特にカリブ諸国）とラテンアメリカ諸国との発展途上国相互間の対立でも

あった。主流派新自由主義思想の一般化は，発展途上国においても，連帯で
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はなく，対立と世界市場での相互間の激しい競争をもたらしているのである。

すなわち，「地獄の道」への競争（race to the bottom）である。この競争にお

いて，敗者には経済的破滅が待ち受け，勝者にも苦難（賃金の低下，労働条

件の悪化，首切り，所得の低下，環境破壊など）が襲いかかる。

９ 結論として，WTO体制は根本的な変革が必要である（ベロー２００４参照）。
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